
１

　　　　コンピュータ産業の形成

世界コンピュータ産業史（Ｉ ：１９５０年代～６０年代前半）

坂　本　和

は　じ　め　に

　１９９０年代に入 って，コンピ ュータ産業は新たな変動期を迎えている。本稿は ，

このような今日の コンピ ュータ産業で起こっ ている構造的な変動を念頭におき

ながら，１９５０年代はじめに形成されて以来，今日に至る コ１／ピ ュータ産業４０年

の歴史をグ ローバルな視野からたどり ，現在起こっ ている変動の性格とそれが

導く新たな方向を展望してみようとするものである 。

　本筋に入るに先立って，はじめに，今目の コンピ ュータ産業の構造の概略と ，

１９９０年代に入ってすすみつつある コンピ ュータ産業の新たな構造変動の特徴を ，

かんたんにみておく 。

　（１）コンピュータ産業の構造

　もとより ，一口に コソピ ュータ産業とい っても ，その範囲は広く ，また複雑

な内容構成をもっ ている。範囲は，上は１セヅト数十億円のスーパーコ：／ピ

ュータから下は数十万円のパーソナルコンピ ュータまで広がっており ，さらに

それらの能力や用途 ・機能は複雑に重なり合っている。このような コンピ ュー

タ産業の構造を図示してみると ，図Ｏ－１のようである 。

　今目の コンピ ュータ産業の，このような多層的な構造をつくり出したもっと

も基礎的な要因は，コ：／ピ ュータの論理操作や記憶機能を司る電子回路素子の

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１５）
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　　図０－１　 コンピ ュータ産業の構造一コンピ ュータの規模別 ・用途別分類

　　　　　　　超高度化　　　　．　 （用　途）　　 Ｉ　　　　　大衆化

　　　　　　、特定？用途（←一一十定形的事奪処理寸一→・非轡的パーノナルユース
　　　　科学技術計鼠通信・　吟言七給与計算などキ　　 （局級電卓・ホビーなど）
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　処１
　理ト 　　　 コンピュータ 　１パーソナル・コンピュータ

　彗体
　　制　　　　　　　　　　　　　マイコン（組込み部品として利用）

　（出所）相磯秀夫ほか編ｒ国産 コンピ ュータはこうして作られた（『ｂｉｔ』１９８５年９月号別冊）」２０５べ 一一 ジ図１。

発展，とりわげＩＣ（集積回路）の進歩てあ った 。

　周知のように，１９６０年代半ぼまでは，コンピ ュータ産業といえば「汎用」コ

ソピ ュータといってよかった。しかし，６０年代後半になり ，単体のトランジス

タに代わってＩＣが普及しはじめると ，ＩＢＭが世界の約７０％という圧倒的なシ

ェアを握る汎用 コ：／ピ ュータ市場に対して　　それ自身はさらに超大型，大型 ，

中型，小型なとの市場に細分化されることになるか　　，特定の用途，とくに

科学技術計算やプ ロセス制御向げに設計された小型 コノピ ュータ ，ミニコノピ

ュータの市場が形成された 。

　１９７０年代に入り ，ＬＳＩ（大規模集積回路）の利用か　般化すると ，ミニコ：／ピ

ュータに対して，さらに一般事務処理用に設計されたオフィスコンピ ュータ

（ないしスモール ・ビジネスコンピ ュータ）の市場が形成された。また，７０年代半

ぱ以降には，マイクロ プロセッサの開発を基礎にして ，ミニコ１■ピ ュータやオ

フィスコンピ ュータよりもう一回り小型のパーソナルコンピ ュータの市場が形

成された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１６）



　　　　　　　　　　　　コソピ ュータ産業の形成（坂本）　　　　　　　　　　　３

　１９８０年代に入ると ，ＩＣの超ＬＳＩ段階への進化を基礎に，小型 コノピ ュータ ，

とくにパーソナルコンピ ュータの市場が急速な伸長を示した。さらにこのよう

な流れのなかで，８０年代後半から９０年代に入る 一と ，コンピ ュータのＯＳ

（Ｏｐｅ・ａｔｍｇ　Ｓｙｓｔｅｍ基本ソフトウヱ ア）として広範な異種 コノピ ュータ間の結合

を可能にするＵＮＩＸが普及しはじめたことを基礎に，これを採用したワーク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ステーションが新たな市場を形成することにな った 。

　コノピ ュータを構成する電子回路素子，ＩＣの進歩を基礎にした，この間の

このような展開を経て，コンピ ュータ産業は今日 ，図Ｏ－１が示すような多層

的な構造をもつに至ったわけである 。

　（２）汎用コンピュータ市場における競争構造の変動

　１９９０年代に入 って，コンピ ュータ産業は，冒頭でのべたように，新たな変動

期に入っている。以上のような今日の コノピ ュータ産業の構造を念頭において

この点を具体的にみると ，第１は，コ：■ピ ュータ産業の中核である　　すくな

くともこれまでの中核である　　汎用 コノピ ュータ市場での競争構造の変動で

ある 。

　汎用 コンピ ュータ市場では，１９６０年代には，「白雪姫と７人の小人」といわ

れる図式が成立していた。いうまでもなく ，ｒ白雪姫」とはＩＢＭであり ，そ

れを取り巻く「７人の小人」とは，スベリー・ ランド杜，ハネウェ ル杜，バ

ロース 杜， ＮＣＲ杜，ＧＥ杜，ＲＣＡ杜，そしてＣＤＣ杜の，アメリヵ ・メー

カー７杜であ った 。

　しかし ，１９７０年代早 々に，ＧＥ杜とＲＣＡ杜が汎用 コ１■ピ ュータ市場から撤

退した。この結果，１９７０年代以降支配してきたのは，ｒＩＢＭ対ＢＵＮＣＨ」とい

われる図式てあ った。ＢＵＮＣＨとは，Ｂｕｒｒｏｕｇｈｓ， ＵＮＩＶＡＣ，ＮＣＲ，ＣＤＣ ，

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１の頭文字を取ったものてある。つまり ，１９７０年代になると ，汎用

コ１／ピ ュータ市場は，ＩＢＭとこれに対抗するバロース 杜， スベリー・ ラノド

杜， ＮＣＲ杜，ＣＤＣ杜，そしてハネウェ ル杜という ，アメリヵ ・メーヵ一５

杜によっ て支配されるようにな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１７）
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　しかし，１９８０年代に入ると ，ＢＵＮＣＨを構成するアメリヵ ・メーヵ一 が軒

並み停滞を余儀なくされるなかで，この図式は急速に影を薄くした。そして ，

１９８０年代後半以降，これに代わって浮かび上がってきたのは，ｒＩＢＭ対ＦＨＮ」

という図式である。ここで，ＦＨＮとは，日本 メーカー 富士通，日立製作所 ，

そして日本電気の３杜である。つまり ，１９８０年代後半以降，ＩＢＭとこれに対

抗する日本 メーカー３杜が世界の汎用 コノピ ュータ市場を支配する構造が新た
　　　　　　　　　　　　　　　２）
に浮かび上がってきたわけである 。

　このような状況を１９８８年の大型汎用 コンピ ュータの出荷金額で示してみると ，

図Ｏ－２のようである。ここに示されているように，ＩＢＭにつぐ２位，３位の

位置を富士通，日立製作所が占め，ＩＢＭのシ ェァが５１．８％まで低下してきて

いるのに対して，目本 メーカー３杜のシ ェアは合計１９．Ｏ％にまで高まっ ている 。

　しかし，今目の汎用 コンピ ュータ産業に占める目本 メーカーの地位は，この

図に示された数字をはるかに超えている。この点でさらに確認しておかなげれ

ばならないのは，この間，日本 メーカーがつくり出している欧米 メーカーとの

各種の連携関係である。それぞれの関係が形成される経緯についてはこれから

の説明のなかで順次あきらかしていくことになるので，ここでは今日の状況を

結論的に図で示しておくと ，図Ｏ－３のようにな っている 。

　１９７０年代半ば以降，とくに８０年代に入 ってＩＢＭを除く欧米の汎用 コンピ

ュータ ・メーカーが軒並み業績不振に陥る状況のなかで，日本 メーカー３杜は

それぞれ，ヨーロッパ，さらにアメリカのメーカーと ，資本参加，業務提携 ，

ＯＥＭ供給，合弁会杜設立，そして企業買収といった各種の連携関係を積極的

に展開し，日米欧三極構造をもっ たグ ロー バル ・ネ ットワークの構築をすすめ

てきた。図Ｏ－３は，その様相をかんたんにまとめたものである 。

　このような状況を念頭におくと ，日本 メーカーが今日汎用 コンピ ュータ産業

で占めている地位が，単純にシ ェアの数字に示されるものをはるかに超えてい

ることがわかる 。

　さらに，１９９０年夏から秋にかけて，日本 メーヵ一 はＩＢＭに先駆けて ，９０年

代の汎用 コンピ ュータ市場を占う超大型 コンピ ュータを相次いで発表した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１８）
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図０－２世界市場における大型汎用 コ１■ピ ュータの

　　　 メーカー 別シ ェア（１９８８年 ：出荷金額べ 一ス）

　　　　　　　　　　（カ ッコ 内数字は ，．出荷金額。単位 ：１ ，０００万ドル）

　　　　　その他

　　日本電気（７７）

シーメンス（独）（８１）
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　　　　　　　　　　　　　日立製作所（１９３）

（出所）『コンピ ュートピア』１９９１年１月号　４３ぺ 一一 ジ。

　まず６月６日 ，日立製作所がＭ－８８０を発表し，さらに７月４日に日本電気

がＡＣＯＳ－３８００を，９月４日には富士通がＭ－１８００をそれぞれ発表した。発

表に際して各杜は口々に，「世界最高速の コンピ ュータである」ことを誇り ，

ｒこれで技術的にはＩＢＭに追いつき，追い越した」とコメントした。これに

対してＩＢＭは，富士通かＭ－１８００を発表した翌日９月５日 ，開発 コートｒサ

ミット」の名で待望されていたＥＳ／９０００を発表した
。

　しかしいずれにしても ，日本 メーヵ一３杜が足並を揃え，ＩＢＭに先駆けて

少なくともハードウェ ア技術では互角の超大型 コンピ ュータを発表したことは ，

いまや世界の汎用 コソピ ュータ市場がｒＩＢＭ対ＦＨＮ」の図式で展開しつつあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ることをますます鮮明に示すことにな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１９）



６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻　第３号）

図０－３　日本 コソピ ュータ ・メーカーと米欧 コソピ ュータ ・メーカーの連携関係
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（出所）　丁日経産業新聞』１９９０年９月６日
。

　（３）ダウンサイジング，オープン ・システム化と汎用コンピュータ ・メー

　　カー

　以上は コノピ ュータ産業の中核である汎用 コノピ ュータ市場ての競争構造の

変動であるが，汎用 コ１／ピ ュータ市場を含めて，今日 ，コ１／ピ ュータ産業が全

体として大きな構造変化の波に洗われている。それは，いわゆるダウノサイジ

ング，およびオープン ・システム化の波である 。

　ダウ：■サイジノグとは，一ことでいえば，コノピ ュータ産業全体のなかで ，

これまでの中核であった汎用 コ１／ピ ュータやミニコンピ ュータの比重が低下し ，

代わってパ ーソナルコンピ ュータやワークステーシヨンなどのデスクトッ プ型

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２０）
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の小型 コンピ ュータの比重が大きくなっていく現象である。この背景にあるの

は， この間のＩＣ技術の急激な進歩で，ハードウェ アの価格 ・性能比がとくに

パーソナルコノピ ュータやワークステーションで汎用 コンピ ュータを大きく凌

ぐ勢いで上昇し，これまでだったら汎用 コンピ ュータの更新や増設をするよう

な場合にもバーソナルコ１／ピ ュータやワークステーショ１／で間に合わせる傾向

が強まっ ていることにである 。

　図０－４は，１９８５年以降の世界市場での コンピ ュータの機種別出荷推移と ，

９５年までの見通しを示したものである。これによれば，パーソナルコンピ ュー

タやワークステーションなどのデスクトッ プ型 コノピ ュータの比率は，１９８５年

の２２．９％から８８年にはミニコンピ ュータを凌ぐ３１．２％に達し，さらに９２年には

３８．０％に達して汎用 コンピ ュータをも上回ることが見通されている 。

　図０－４世界市場での コンピ ュータの機種別出荷推移（見通し）（１９８５～９５年）
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（出所）太田清久ｒ９０年代の コンピ ュータ産業 ・半導体産業」『財界観測』１９９０年１２月号，９９ぺ

　　 一ジ図５ 。

　もとより ，コンピ ュータ産業の歴史は，先に（１）でもふれたように，１９６０年

代以降一貫して小型 コソピ ュータ創出の歴史であ った。したが って，今日のダ

ウンサイジングも大局的にはＩＣ技術の進歩を基盤としたそのような コソピ

ュータ産業の歴史の流れの一局面であるといえる 。しかし，今日 ，ダウノサイ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２１）
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ジングという概念でこのことが大きく問題とされるのは，これまでの流れとは

異な って，デスクトッ プ型 コノピ ュータ市場の急速な伸長に対して，汎用 コン

ピュータ市場の停滞が対照的に際立ってきているからである。いまや，小型 コ

：／ピ ュータによる汎用 コノピ ュータの代替化か構造的にすすみはじめていると

いうことである 。

　もう一つの構造変動は，オープン ・システム化といわれるものである 。

　周知のように，コンピ ュータというものは，これまではメーカー各杜の独自

のアーキテクチ ュアにもとづいて設計されており ，クローズド ・システム が基

本であ った。したが って，これまではメーカー が異なればＯＳ（基本 ソフトウェ

ア）が異なり ，そのため異機種の コノピ ュータ同士の接続はほとんと不可能て

あっ た。ユー ザー にとっ ては，せっかく開発したソフトウヱ アも他のメーカー

のコンピ ュータ上では利用できないということが当然のこととされてきた
。

　このような状況のなかで，当然のことながら，異機種間の接続か自由にてき ，

ソフトウェ アの共通性を図りたいといづユー ザーの 二一ズが高まっ てきており ，

このような要望に応えようとするのがオープン ・システム化とわれるものであ

る。

　このようなオープノ ・！ステム 化は，具体的には，ＵＮＩＸといわれるＯＳ

の活用によっ て大きく展望が開けてきつつある 。

　もともとＵＮＩＸは，１９６９年，ＡＴ＆丁杜のベル電話研究所が研究開発で コ

ンピ ュータを使用するために開発したＯＳである 。ＵＮＩＸは，大型 コンピ

ュータからパーソナルコンピ ュータまで幅広く異機種との接続を可能にするも

のである。しかし，当初ＡＴ＆丁杜はその事業化を考えず，仕様を外部に公

開したため，その改良が各杜各様にすすめられることにな った。そこで，いざ

これを業界共通のＯＳとして標準化しようとする段階で，どこがその主導権を

握るかで世界のメーカーが２つのグループに分裂して，現在に至っている。一
つは本家ＡＴ＆丁杜を中心とするＵＮＩＸＩｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ（ＵＩ）の陣営てあり

，

もう一つはＩＢＭを中心とするＯｐｅｎ　Ｓｏｆｔｗａｒｅ　Ｆｏｕｎｄａｔ１ｏｎ（ＯＳＦ）陣営である
。

　ところで，ＵＮＩＸは当初，パーソナルコンピ ュータより機能が一段上の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２２）
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ワークステーショソ向げに普及し始めた。その意味では，オープソ ・システム

化は先にのべたダウソサイジングと密接に連動している。しかし，ＵＮＩＸに

よるオープソ ・システム化はワークステーシ ョンを震源地として，さらに コン

ピュータ産業の全構造に普及していくのは必然の流れである。いまや，オープ

ン・ システム化なくして ，９０年代に コンピ ュータ ・メーカーは生き残れないと

いうのが業界の常識となりつつある 。

　以上みたように，今日 ，コンピ ュータ産業は全構造的にダウ１■サイジノグと

オープン ・システム化という２つの流れに洗われ始めている。しかも ，これら

の２つの流れが相互に連動しながら展開しているところに，今日の大きな特徴

がある 。

　このような状況のなかで，これまで コノピ ュータ産業の中核を担ってきた汎

用コンピ ュータ ・メーヵ一 は， ＩＢＭをはじめとして，大きな転換点に立たさ

れている 。

　これまで，汎用 コンピ ュータ ・メーカー は， それぞれ独自のアーキテクチ

ャー にもとづくクＰ一ズド ・システムの汎用 コンピ ュータ ，とりわけ大型の汎

用コノピ ュータを基軸にして，収益率の高い事業を展開してきた。しかし，こ

のような汎用 コノピ ュータ ・メーカー の事業体制か，いまや，タウ！サイ！■

グとオープン ・システム化の波のなかで，大きく問われつつある 。

　結論的にいえぼ，汎用 コノピ ュータ ・メーカー は， これから短期間のうちに ，

ＵＮＩＸを積極的に自己の コンピ ュータ ・アーキテクチャー に取り込み，これ

にもとづいて汎用 コンピ ュータからパーソナルコンピ ュータ ，ワークステーシ

ョンまでの全 レベルでオープン ・システム 化を図り ，従来の階層型 コ１／ピ ュー

タ・ システムに代わるクライア１／卜／サ ーバー型の コ１／ピ ューティング ・シス

テムの供給体制の構築を迫られるであろう 。

　しかし，このような体制整備は，汎用 コンピ ュータ ・メーカーの巨大な資本

力と技術力をもってしても ，一杜だけの力で実現するにはあまりに負担の大き

なものになりつつある。この点を念頭におけぼ，汎用 コンピ ュータ産業は，２１

世紀に向けて，さらに新たな再編成の可能性を秘めているといっても過言では

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２３）



　１０

　　　　　４）
ないであろう 。

立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

　（４）本稿の意図と計画

　以上（２）（３）でみてきたように，１９９０年代に入 って，コンピ ュータ産業は新た

な変動期を迎えている 。

　本稿は，このような今日の コンピ ュータ産業で起こっ ている構造的な変動を

念頭におきながら，１９５０年代はじめに形成されて以来，今日に至る コソピ ュー

タ産業４０年の歴史をグ ローバルな視野からたどり ，現在起こっ ている構造変動

の性格とそれが導く新たな方向を展望してみようとするものである 。

　ところで，コンピ ュータ産業は，すでにふれたように，その成立当初から ，

ＩＢＭを中心としたｒグ ローバル産業」として発展してきた。したが って，本

稿ても ，中軸を流れているのは，コノピ ュータ産業の成立以来，一貫してこの

産業の発展の中心にあ ったＩＢＭの動向と ，それに対抗する世界各国の コソピ

ュータ ・メーカーの動向である。とりわけ日本の コノピ ュータ ・メーカー がこ

の４０年間，コンピ ュータ産業界のガリバーＩＢＭに対してどのような挑戦を果

たして今日に至ったかは，本稿を貫く１つの基軸となる 。

　このような コソピ ュータ産業の歴史をみようとすれぼ，「グ ローバル」な視

野からのアプ ローチは当然の前提である 。

　しかし，これまで，コ１■ピ ュータ産業については，このような「グ ローバ

ル」な視野を前提としたトータルな歴史的な分析は，その歴史が浅いこと ，そ

して今日も日々 激しい変動のなかにあることもあ って，ほとんど本格的に取り

組まれてこなかった 。

　もとより ，コノピ ュータ産業は今日の花形産業であり ，これをめぐるトピ ッ

ク的な評論は巷に濫れている。また，その歴史的な先導企業であり ，中心的な

担い手であるＩＢＭについては，企業論　般の関心からも ，多方面から研究か

出されている。筆者か１９８５年に刊行した『ＩＢＭ　　事業展開と組織改革』（１

ネルヴ ァ書房）もその一つである 。

　しかし，コンピ ュータ産業そのものの今日までの発展をトータルにたどっ た

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２４）
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研究は，これまでまだほとんど例をみない。またあるとしても ，それは，アメ

リカとか日本といった国別の歴史であ ったり ，あるいはその中心企業，とりわ

けＩＢＭの企業史である 。

　本稿は，このような研究状況を一歩でも前進させようとする，ささやかな試

みである 。

　以下，本稿をつぎのように展開する（予定）。

第Ｉ回　 コンピ ュータ産業の形成　　１９５０年代～６０年代前半　　本号

第ｎ回　ＩＣ時代の コノピ ュータ産業　　１９６０年代後半　　以下，次号以降

第皿回　ＬＳＩ時代の コノピ ュータ産業　　１９７０年代

第１Ｖ回　超ＬＳＩ時代の コノピ ュータ産業　　１９８０年代

第Ｖ回　２１世紀に向かうコノピ ュータ産業　　１９９０年代以降

　１）以上の経過についてのくわしい説明は，本稿自身の課題の一環である。さしあ

２）

３）

４）

たり ，Ｓｏｂｅ１，Ｒ ．， 〃〃一ＣｏＺ０３舳加Ｔｍ〃３〃ｏ〃，１９８１（青木栄一訳『ＩＢＭ一情報

巨人の素顔』ダイヤモンド杜，１９８２年）を参照 。

　『日経産業新聞』「コノヒュータ世界の再構築　　第１部　汎用機は生き残れる

か（Ｄ」１９９０年９月６日
。

　同上，　～　，１９９０年９月１３，１４，２０，２１日 。

　ダウソサイジソグ，オープン ・システム 化， およびＵＮＩＸについては，太田

清久ｒ９０年代の コンピ ュータ産業 ・半導体産業」『財界観測』１９９０年１２月号 ，９８

～１００ぺ 一ジ ：『コ１／ピ ュートピア』１９９１年１月号，３６～４３，７６～９１べ一ジ：日本

電子計算機（株）『ＪＥＣＣ コンピ ュータノート（１９９１年版）』１９９１年，１５４～１５７

へ一ノ　『日本経済新聞』ｒ米９０年代電算機ウォース　　ＩＢＭとの攻防の」１９９０

年１月１１日 ：同上紙「電算機新ウォーズ（上 ・中 ・下）」１９９０年９月７～９日 ：同

上紙「電算機小型化のあらし０」１９９１年６月１８日 ，などを参照 。

１． コンピュータの成立とコンピュータ産業の形成

（１）コンピュータの成立　　コンピュータ「第１世代」

　　般に コノピ ュータの成立という場合，今日コノピ ュータといわれるものか

もっ ている基本的な特質を念頭におき，自動逐次制御方式（つまり ，あらかじめ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２５）



　１２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

プロ グラムされた命令にしたが って自動的に演算処理がなされるようにな っているこ

と）というメカニズム を， ０基本的に電子回路で実現したこと ，また　プ ロ

グラム内臓方式によっ て実現したこと ，を指標とする 。

　前者については，これまで　般に，１９４６年，ペノノルハニア大学のモークリ
ィ（Ｊ・Ｗ・Ｍ・ｕ・ｈ１ｙ）とエッ カート（Ｊ．Ｐ．Ｅ・ｋ・血）の開発したＥＮＩＡＣ（Ｅｌ，ｃｔ、。ｎｉｃ

Ｎｕｍｅ・１・・１Ｉｎｔ・ｇ・・ｔｏ・・ｎｄＣ・１・ｕ１・ｔ０・）と呼はれる コノピ ュータか最初のものであ

るとされてきている。ＥＮＩＡＣはアメリヵ合衆国陸軍の委嘱ですすめられてい

た弾道計算用の計算機の開発のプ ロセスでつくりだされたものであり ，１９４６年
，

陸軍兵器局に納入された。これは，当時の真空管技術の水準からみた信頼性に

対する悲観的な予想に反して ，１９４６年より１０年間，陸軍のアハティーノ弾道研
　　　　　　　５）
究所で稼動した 。

　しかし，史上最初の電子式 コ：■ピ ュータの成立については，近年事実か書き

換えられつつある 。１９７０年代に，スベリー・ ランド杜とハネウェ ル杜の特許係

争のなかから発掘された新たな事実は，ＥＮＩＡＣに先立って ，１９３７年から４２年

の間に，当時アイオワ 州立大学の物理学教授であ ったアタナソフ（Ｊ．Ｖ

Ａｔ・ｎ・・０ｆｆ）が大学院生ベリー（Ｃ・Ｅ・Ｂ…ｙ）と共同で電子部品（真空管）を基本

要素とした コンピ ュータを開発していたということである（約３００本の真空管を

使用）・ 近年，ＡＢＣ（Ａｔ・ｎ・・ｏｆｆ－Ｂ…ｙＣ・ｍｐｕｔ・・）と口乎ぼれるこの コンピ ュータ
か， 世界最初の電子式 コノピ ュータであったという認識か　般的になりつつあ
４１

　しかし，ＡＢＣが電子式 コ１■ピ ュータの最初のものであ ったとしても ，それ

はまだ原理的な成立にととまっ た。 したか って，実用性をもっ た電子式の最初

のコ！ピ ュータという点ては，約１万８，８００本の真空管を使い，重量３０ト■ を

擁したというモークリィ とエッ カートのＥＮＩＡＣは，依然としてその歴史的な

意義を失っていない 。

　ところで・ＥＮＩＡＣの場合，プ ログラムはまだ問題ごとにプラグ配線を変更

して設定する外部プ ログラム方式であり ，プ ログラム内臓方式ではなか った 。

このプ ロクラム 内臓方式の発案は１９４５年，フリノストノ高等研究所のフォノ ・

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２６）
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ノイマ：／（ＪＬＶｏｎ Ｎｅｕｍａｍ）によるものである。かれは，ＥＤＶＡＣ

（Ｅ１ｅｃｔｒｏｎ１ｃ Ｄ１・ｃｒｅｔｅ Ｖａｒ１ａｂｌｅ ＡｕｔＯｍａｔ１ｃ Ｃｏｍｐｕｔｅ・）と口乎はれる コノピ ュータの論

理的なデザイソを行った際にこの考えを唱えた。しかし，それが最初に実現し

たのは，１９４９年，イギリス ・ケソブリッ ジ大学のウィルクス（Ｍ．Ｖ．Ｗｉ１ｋ
・・）

らの手にたるＥＤＳＡＣ（Ｅ１・・ｔ・ｏｍ・ Ｄ・１・ｙ・ｄＳｔｏ・・ｇ・ Ａｕｔｏｍ・ｔ１・ Ｃｏｍｐｕｔ・・）や
，マ

ソチ ェスター大学のウィリアムズ（Ｍ．Ｖ
．Ｗｉ１ｌｉ・ｍ・）

，キルバーノ（Ｔ．Ｋｉ１ｂｕｍ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
らによるＭａｒｋ－Ｉと口乎はれる コノピ ュータにおいてである 。

　いずれにしても ，今日の コンピ ュータは，第二次大戦が終わ った直後の１９４０

年代後半に技術的な成立をみた 。

　（２）コンピュータの商品化とＩＢＭ

　ＥＮＩＡＣ開発したモークリィ とエッ ヵ一トは，その後，ペンシルバ ニァ大学

を辞めて会杜を設立し（それは当初 ，Ｅ１ｅｃｔ・０ｎｉ・ Ｃｏｎｔ・０１Ｃｏ・ｐ０・ａｔｉＯｎといわれ，ま

もなくＥ
ｃｋｅｒｔ－Ｍａｕｃｈ１ｙ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｃｏと改められている） ，ＵＮＩＶＡＣ（Ｕｍｖｅｒｓａ１

ＡｕｔＯｍ・ｔｉ・ ＣＯｍｐｕｔ・・）と口乎ぼれる コンピ ュータの開発に専念した 。

　しかし，かれらは資金的に行き詰まり ，関連の主要企業に資金援助を求めた 。

コ：／ピ ュータ事業への見通しか未ださだかてはなく ，積極的に乗り出す企業か

ないなかで，ＵＮＩＶＡＣに資金援助をしたのは，ＩＢＭと並ぶ事務機器 メーヵ一

てありなから ，１９４０年代にハ：■チヵ一ト　！ステム事業をめくる競争てＩＢＭ

に完敗したレミノトノ ・ラノト杜（Ｒ・ｍｍｇｔ・ｎ Ｒ・ｎｄ，Ｉｎ・）てあ った。レミノト

ソ・ ラノト杜はパノチカート ・！ステム事業での後退の挽回を賭げて，革新的

な事務機器てある コノピ ュータ事業をハソ クァ ソフした。ＵＮＩＶＡＣは，１９５１

年， 開発資金を援助したレミントノ ・ランド杜の手によっ てＵＮＩＶＡＣ－１と名

づけられ，世界最初の商品としての コンピ ュータとして合衆国国勢調査局へ納
　　　　８）
入された 。

　こうして ，ＵＮＩＶＡＣ－１の開発によっ て世界の コ１／ピ ュータ産業の幕が切 っ

て落とさた 。

　ところで，ＩＢＭとコノピ ュータ事業とのかかわりについてみると ，ＩＢＭ杜

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２７）
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長ワトソノ１世（Ｔｈ　Ｊ　Ｗ・ｔ・・ｎ，Ｓ・）は，すてに１９４４年にハーハート大学の物理

学者エイヶ：／（Ｈ　Ｈ　Ａ１ｋ・ｎ）をハソクァソ プして，Ｍａｒｋ－１と呼はれる，最初

の自動逐次制御方式の計算機ＡＳＣＣ（Ａｕｔｏｍ・ｔ１・ Ｓ・ｑｕ・ｎ・・ Ｃ・ｎｔ・ｏ１１．ｄ　Ｃ．１．ｕｌａｔ。、）

を完成させた。ただし，この コンピ ュータは，演算素子に電磁リレー を使用し

ており ，また記憶装置に電気機械的な部分を残したものであ った。また，ワト

ソン１世は コロンビア大学のエッ カート（Ｗ，Ｊ．Ｅ・ｋｅ・ｔ．念のため，ＥＮＩＡＣを開発

したエッ ヵ一トとは別人物）をバックァ ップして ，４８年にＳＳＥＣ（Ｓ・１・・ｔｉ・・ Ｓ．ｑｕ 一

・ｎｃ・
Ｅ１ｅ・血０ｎｉ・ Ｃ・１ｃｕ１ａｔ０・）と呼ばれる コノピ ュータを開発させた 。

　しかし，ワトソ！１世は，こうして先駆的に コンピ ュータの開発計画をバッ

クア ヅプしなからも ，そのような大規模で高価な機械か事務機器として普通の

オフィスに普及するとは考えず，その商品化には熱意を示さなかった。このこ

とは・ＥＮＩＡＣを開発したモークリィ とエッ カートがＵＮＩＶＡＣの開発資金難

のために自らの会杜の売却をＩＢＭに申し入れたとき，ワトソノがこれを断 っ
　　　　　　　　　　　　　９）
たことに端的に示されている 。

　かれは，コンピ ュータの商品化よりもむしろ，既存のパンチカード ・システ

ムの電子化に精力を注ぎ ，１９４６年，６００シリーズと 口乎ぼれるシステム を世に送

り出してヒットさせた。この６００シリーズの市場は好調で，５１年には月間納入

台数が１００台にも上ったといわれる 。

　こうして，ＩＢＭは，１９５０年代に入るまで，コンピ ュータの商品化には積極

的ではなかった 。

　しかし，当初ＩＢＭに援助の申し入れがあ ったエッ カート ・モークリィ ・コ

ンピ ュータ杜が結局，競争会杜であるレミントン ・ラ！ド杜によっ て買収され ，

そこて開発中であ った コ／ピ ュータＵＮＩＶＡＣが，１９５１年，歴史上最初の商品

コンピ ュータＵＮＩＶＡＣ－１として登場するに及んで，ＩＢＭの コンピ ュータ事

業への対応も急速に転換していくことにな った 。

　１９５２年，ＩＢＭでは，それまて コ：／ピ ュータ事業への進出（コノピ ュータの商

品化）にそれほど熱意をもっ ていなか ったワトソノ１世に代わ って，コソピ

ュータの将来性を強く意識していたワトソノ２世が杜長に就任した。この新杜

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２８）
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長ワトソン２世の主導のもとで，５３年，ＵＮＩＶＡＣ－１から２年遅れることにな

ったが，ＩＢＭもはじめての商品 コソピ ュータＩＢＭ７０１を世に送り ，コソピ
　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
ユータ事業に進出することにな った 。

　このＩＢＭ７０１は，ＩＢＭとしては先に開発したＳＳＥＣに比べて演算速度は約

２５倍，大きさは４分の１と ，大きく進歩した技術内容をもつものであ った。し

かし ，ＵＮＩＶＡＣ－１に比べると ，性能はまだそれに及ぶものとはな っていなか

った。また，その設計も ，ＵＮＩＶＡＣ－１が科学技術計算用だけではなく ，広

く事務処理用にも使えるように工夫されていたのに対して ，７０１の方はもっ ば

ら科学技術計算用に設計されており ，オフィス向けには作られていなか った 。

こうして，ＩＢＭはとにかく２年遅れで先発ＵＮＩＶＡＣ－１への対抗機を世に送

ったが，この時点では コンピ ュータ開発のほとんどの面で，ＩＢＭはレミント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
ン・ ラ１／ド杜の後塵を拝する立場にあ った 。

　事態の深刻さを認識していたワトソン２世は，レミ１■ト１／ ・ラソド杜に追い

つき追い越すために，あらためて全杜あげての製品開発と販売力の強化に取り

組んだ 。

　製品開発については２つの方向からすすめられた。一つは，すでに導入され

た７０１をさらに発展させる方向であ った。それは，具体的には，７０１に欠けてい

た　般事務処理用の機能を発展させる方向と ，７０１が備えていた科学技術計算

用の機能を一層強化する方向ですすめられた。前者の方向では１９５５年に７０２ ，

５６年に７０５か導入され，後者の方向ては５５年に７０４，５８年に７０９か導入された 。

　もう一つの方向は，既存のパノチカード ・システムの延長上ですすめられた 。

先にのべたように，ＩＢＭは１９４０年代の後半，既存のパ１／チカード ・システム

の電子化（計算穿孔機の電子化）に精力を注ぎ，６００シリーズと呼ばれるシステ

ムが好評を博していたが，この６００シリーズの延長上で，その コノピ ュータ化

（電子式のフロクラム内蔵化）を図る方向かもう一つの方向であ った。この方向て

は， １９５５年にＩＢＭ６５０と呼ぼれる コノピ ュータが開発された。この方向は ，

７００ノリースの見通しがまだ不確定な１９５０年代の前半段階において ，７００ノリー

スヘのつなぎの方策として　　もし７００ノリースの展開か成功しなけれは，ハ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２９）
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１■チカード ・システム６００シリーズの顧客はＵＮＩＶＡＣ－１かその他の参入企業

の機種に流れてしまう　　打ち出されたものであ ったか，結果的に６５０はユー

ザー サイドからは，新奇で不慣れな，しかも高価な他の機種の コンピ ュータよ

りも ，これまで慣れ親しんできた機械の発展機種として抵抗なく受入れられ
，

爆発的な人気を博することにな った 。

　こうして，ＩＢＭはレミ■トノ ・ラノト杜に２年遅れて コノピ ュータ事業に

進出したが，１９５３年７０１の導入以降，巻き返しは急速で，５５年，５６年における

７０４と７０５，とりわげ中型 コノピ ュータ６５０の導入の結果，形勢を一挙に挽回し

て， たぢどころに圧倒的な市場支配を確立することにな った。この間の状況を

１９５０年代前半から中盤にかけての各杜 ・機種別の累積設置台数推移によっ て示

してみると ，表Ｉ－１のとおりである 。

　まず レミント１■ ・ランド杜のＵＮＩＶＡＣとこれに対抗するＩＢＭの７００シリー

ズの設置状況をみると ，１９５５年１２月にはＵＮＩＶＡＣ３６台に対して７００シリーズ

３０台であ ったものが，５６年１２月にはＵＮＩＶＡＣ５８台に対して７００シリーズが

１０３台となり ，７００シリーズがＵＮＩＶＡＣを大きく逆転した。さらにもう一つの

製品ライン６５０についてみると ，その設置台数の伸びは驚異的である。それは ，

導入１年後の５５年１２月には１８４台に達し，さらに１年後の５６年１２月にはその３

倍以上の５６６台に達することにな った 。

　こうして，とりわげ６５０の驚異的な普及の結果，ＩＢＭは１９５６年１２月には，当

時アメリカでの コンピ ュータ総設置台数９１５台のうちの実に６６９台，つまり７３％

の市場 ノェ ァを占めることになり ，コノピ ュータ事業への進出４年目にして ，

かつてバノチカート ・ノステム事業で確立していたと同様なカリウァー的な市
　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
場支配体制をつくり上げることにな った 。

　また，ＩＢＭは，のちに具体的にみるように，すでにパソチヵ一ド ・システ

ム時代に構築してきた世界的な事業基盤を基礎に，アメリカ国内に止まらず ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）全世界的な コンピ ュータ市場の支配体制を確立することにな った 。

（３３０）
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表Ｉ－１１９５０年代前半から中盤にかけてのアメリカ ・メーカー
　　　各杜の機種別設置台数推移（累積）

１９５０年 １９５１年 １９５２年 １９５３年 １９５４年 １９５５年 １９５６年

機　種　名 ６　　１２ ６　　１２ ６　　１２ ６　　１２ ６　　１２ ６　　１２

月　　月 月　　月
６　　１２

月　　月 月　　月 月　　月 月　　月 月　　月

営業外 コンピ ュータ ４　　６ ９　　１１ １７　２０ ３３　３９ ４５　４７ ４９　４９ ５０　５１

ＵＮＩＶＡＣ－１ １　　１ ３　　４ ６　　７ １０　１４ １９　２６ ３２　３９

ＣＲＣ－１０２ １　　３ ６　　１１ １４　１６ １８　２０ ２２　２４

ＩＢＭ－７０１ １　　４ ８　１２ １６　１９ １９　１９

ＭＩＮＩＡＣ １ ２　　２ ２　　２ ３　　３

ＵＮＩＶＡＣ－Ｓｃｉｅｎｔｉ丘ｃ １ ２　　３ ５　　１０ １４　　１９

ＡＬＷＡＣ １　　２ ３　　４ ５　　６

ＥＬＥＣＯＭ－１２０ ２　　３ ４　　５ ６　　６

ＤＡＴＡＴＲＯＮ ７ １３　２０ ３４　５６

ＩＢＭ－６５０ １ ７２　１８４ ３５１　５６６

ＩＢＭ－７０２ ３　１０ １４　１４

ＢＥＮＤＩＸ　Ｇ－１５ １　　４ １０　２５

ＥＬＥＣＯＭ－１２５ １ ２　　３

ＩＢＭ－７０４ １ １７　３２

ＩＢＭ－７０５ １３　３８

ＲＥＡＤＩＸ １　　４

ＬＧＰ－３０ ７

ＢＩＺＭＡＣ ２

ＭＯＮＲＯＢＯＴ－ＭＵ １

合　　　計 ４　　６ １０　　１２ ２１　２７ ４６　　６４ ８４　１０７ ２０５　３５５ ５９３　９１５

　（注）機種ごとのメーカー 名については後掲表Ｉ－３を参照されたい 。

（出所）　 日本電子工業振輿協会『米国の電子計算機工業（前編）』 ．１９５９年１１月 ，４６ぺ 一ジ第１７表より作成 。

　（３）新規メーカーの参入　　アメリカ ・コンピュータ産業の形成

　こうして，ＩＢＭは参入後４年目にして早くもアメリヵ ・コ：／ピ ュータ産業

の７０％を超える市場を握り ，パンチカード ・システム 時代と同様に，ガリヴ

ァー的な市場支配体制をつくり上げた。また，アメリカ国内だけではなく ，の

ちにみるように，世界市場でも各国を基盤とする企業を圧倒して支配的な地位

を確保した 。

　しかし，コソピ ュータ産業は今まさに生まれ落ちたぼかりであり ，これから

先， 計り知れない成長が予想された。したが って，一方ではＩＢＭが早 々と

７０％を超える市場を握ることにな ったが，他方，これとは裏腹に，１９５０年代半

ぼから６０年代はじめにかげて多数の企業が相次いで参入してくることな った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３１）
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そのような状況は，すでにＩＢＭが市場の７０％以上を支配していたとはいえ ，

産業の状況をきわめて競争的なものにしていた 。

　つぎに，このようなＩＢＭを取り巻く１９５０年代後半の状況について，具体的

にみてみる。なお，ここでは，以後の世界 コソピ ュータ産業の展開の中核とな

るアメリカ ・コ１／ピ ュータ ・メーカー に限定する。アメリカ以外の各国の状況

については，２ ，３であきらかにする 。

　はじめに，１９５０年代後半から６０年代にかけてのアメリカにおける ，コ１／ピ

ュータ産業のマクロ な成長動向をみてみると ，表Ｉ－２のようである 。

表Ｉ－２アメリカにおけるコソピ ュータ産業の成長（１９５５～６５年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位 ：１００万ドル）

年 出荷台数（台） 設置台数（台） 出荷金額 設置金額

１９５５ １４５ ２４４ ６３ １７７

１９５６ ５５０ ７４６ １５６ ３２４

１９５７ ８５０ １， ５００ ２４０ ５４７

１９５８ １， １８０ ２， ５５０ ３９５ ９２３

１９５９ １， ３９５ ３， ８１０ ４９５ １， ３９０

１９６０ １， ７９０ ５， ４００ ５９０ １， ９３７

１９６１ ２， ７００ ７， ５５０ ８８０ ２， ７１５

１９６２ ３， ４７０ ９， ９００ １， ０９０ ３， ６２０

１９６３ ４， ２００ １２，８５０ １， ３００ ４， ７２０

１９６４ １， ６００ １８，２００ １， ６７０ ６， １０５

１９６５ ５， ３５０ ２３，２００ １， ７７０ ７， ６５５

（出所）　日本電子工業振興協会『最近の海外電子言十算機市場の動向（第２集）」 ，１９６７年７

　　月 ，７ぺ 一ジより作成 。

　表に示されているように，アメリカの コソピ ュータ産業は１９５５年から６０年の

６年間に，毎年の出荷台数では１４５台から１，７９０台へ約１２倍に成長し，また累積

の稼動台数では２４４台から５，４００台へ約２２倍に拡大している。ここには，アメリ

カの コンピ ュータ産業がこの時期に，一つの独立した産業として確立するため

の離陸を急速に果たした様子か端的に示されている 。

　このような，産業としての離陸期の，成長が大きく望まれる市場状況のもと

で， １９５０年代半ばから６０年代はじめにかけて，多数の企業が コンピ ュータ産業

に参入してくることにな った。５０年代アメリカにおける コンピ ュータ産業への

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３２）
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主な参入状況を年表で示してみると ，表Ｉ－３のとおりである 。

　ソー ヘル（Ｒ　Ｓｏｂｅ１）は，朋〃二　ＣｏＺｏ舳５閉Ｔｍ郷肋ｏ〃，１９８１（『ＩＢＭ　　情

報巨人の素顔』ダイヤモソド杜，１９８２年）で，これらの参入企業を３つの類型に分
　　　　１４）
類している 。

　それによれは，まず第１の類型は，すてに民間およぴ軍需市場向けの電気 ・

電子機器の製造で伝統のある有力巨大企業のグループである。このグループに

数えられるのは，ＲＣＡ杜（Ｒ・ｄ１ｏ Ｃｏ・ｐ…ｔ１・ｎ・ｆＡｍ・・１・・），ＧＥ杜（Ｇ・ｎ…１

Ｅ１・・ｔ… Ｃ・），ミ子アポリス ・ハ子ウェ ル・ レキ ュレータ杜（Ｍｍｎ・・ｐｏ１・・一Ｈｏｎ

・ｙｗ・１１Ｒｅｇｕ１・ｔ０・ Ｃ０）
，ヘノティヅクス 杜（Ｂ

・ｎｄ１ｘ Ｃ０・ｐ０・・ｔ・ｏｎ）

，フィルコ 杜

（Ｐｈ１１・ｏ Ｃｏ・ｐｏ・・ｔ１ｏｎ）

，ノース ・アメリカノ ・エウィェー！ヨノ杜（Ｎｏ・ｔｈＡｍ・・

ｌｃａｎ
Ａｖｌａｔｌｏｎ Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ），！ルウァニア杜（Ｓｙ１ｖａｍａ ＣＯｒｐｏｒａｔ１０ｎ），ウェ スティ

：／クハウス ・エレクトリヅ ク杜（Ｗ
ｅｓｔｍｇｈｏｕｓｅ　Ｅ１ｅｃｔｒ１ｃ　ＣｏｒｐＯｒａｔ１０ｎ）などの各杜

である（このような伝統的な巨大電気 ・電子機器 メーカー のなかで，コンピ ュータ産業

への参入の条件を他のどの企業よりも備えていながら参入しなかった巨大企業に，ＡＴ

＆丁杜〔Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｔｅ１ｅｐｈｏｎｅ　ａｎｄ 　Ｔｅ１ｅｇｒａｐｈ 　Ｃｏ〕の子会杜ウヱ スタノ　ェレクトリヅ

ク／Ｗｅｓｔｅｍ　Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏ．〕があ った。同杜は，当時問題にな っていた親会杜ＡＴ＆丁

杜に対する反トラスト法適用をめぐる状況への配慮から，結局 コンピ ュータ産業へ参入

しなかったといわれている。同杜がもしこの時期に参入しておれば，ＩＢＭをめぐる競争

状況も大きく変わっていたのではないかと予想される）。

　第２の類型は，伝統的な事務機器 メーヵ一のグループである 。ＩＢＭもこの

グループに入るが，この他にこのグループに数えられるのは，レミントソ ・ラ

ノト杜（同杜は，１９５５年にスヘリー杜と合併して，スヘリーラノト杜〔Ｓｐ…ｙＲ・ｎｄ

Ｃｏｒｐｏｒａｔｌｏｎ〕となる），ＮＣＲ杜（Ｎａｔ１ｏｎａ１ＣａｓｈＲｅｇ１ｓｔｅ・ Ｃｏ），アノターウ ソト杜

（Ｕｎｄｅ・ｗｏｏｄＣｏ・ｐｏ・ａｔｉｏｎ），バロース 杜（Ｂｕ・・０ｕｇｈ・Ｃｏ・ｐｏ・ａｔｉｏｎ）などの各杜であ

る。

　第３の類型は，この新しい コンピ ュータ産業ヘベンチャー・ ビジネスとして

登場してきた，中小の新興企業のグループである。表Ｉ－３で，第１と第２の

類型の企業としてあげられたもの以外の企業は，ほぽこの類型に属するもので

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３３）
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表Ｉ－３ １９５０年代アメリカにおける コンピ ュータ産業への主な参入状況

年

１９５１

１９５２

１９５３

１９５４

１９５５

１９５６

１９５７

１９５８

１９５９

１９６０

１９６１

１９６２

参入会杜名（機種名）

Ｒｅ　　ｇｔｏｎ　Ｒａｎｄ（ＵＮＩＶＡＣ）

Ｎａｔｉｏｎａ１Ｃ
ａｓ
ｈ　Ｒｅｇｉｓｔｅｒ（ＣＲＣ）

Ｉｎｔｅｍａｔｍａ１Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｍａｃｈｍｅｓ（ＩＢＭ）

Ｅ１－Ｔｒｏｎｉｃｓ（ＡＩＷＡＣ）

Ｕｎｄｅｒｗｏｏｄ（ＥＬＥＣＯＭ）

Ｅ１ｅｃｔｒｏ　Ｄａｔａ（ＤＡＴＡＴＲＯＮ）

Ｂｕ血ｏｕｇｈｓ（ＢＵＲＲＯＵＧＨＳ）

Ｂｅｎｄｌｘ（ＢＥＮＤＩＸ）

Ｊ． Ｂ． Ｒｅａ　Ｃｏ．（ＲＥＡＤＩＸ）

Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｐｒｅｃｉｓｉｏｎ（ＬＧＰ）

Ｒａｉｄｉｏ　Ｃｏｒｐ．ｏｆ　Ａｍｅｒｉｃａ（ＢＩＺＭＡＣ）

Ｍｏｍｏｅ　Ｃａ１ｃｕ１ａｔｍｇ　Ｍａｃｈｍｅ（ＭＯＮＲＯＢＯＴ）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ（ＧＥ）

Ｈｏｎｅｙｗｅｌｌ（ＤＡＴＡＭＡＴＩＣ／ＨＯＮＥＹ
－

　　　ＷＥＬＬ）

Ｐｈｉ１ｃｏ（ＴＲＡＮＳＡＣ）

Ｎｏ耐ｈ　Ａｍｅｒｌｃａｎ　Ａｖ１ａｔ１ｏｎ（Ａｕｔｏｎｅｔ１ｃｓ　Ｄ１ｖ）

　　　（ＲＥＣＯＭＰ）

Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（ＩＳＩ）

Ｒｏｙａ１ＭｃＢｅｅ（ＲＰＣ）

Ｔｈｏｍｐｓｏｎ－Ｒａｍｏ－Ｗｏｏ１ｄｒ１ｄｇｅ（ＴＲＷ）

Ｐａｃｋａｒｄ－Ｂｅ１１Ｃｏｍｐｕｔｅｒ（ＴＲＩＣＥ／ＰＢ）

Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｄａｔａ（ＣＤＣ）

Ｈｕｇｈｅｓ　Ａ１ｒｃｒａｆｔ（ＨＵＧＨＥＳ　ＢＭ　ＧＵＩＤＡＮ

　　　ＣＥ）

Ｓｙｌｖａｎｉａ（ＳＹＬＶＡＮＩＡ）

Ｃｌａｒｙ（ＤＥ）

Ｇｅｎｅｒａ１Ｍ１１１ｓ（ＧＥＮＥＲＡＬ　ＭＩＬＬＳ／

　　　ＡＰＳＡＣ）

Ｄｉｇｉｔａ１Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ（ＰＤＰ）

Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏ１（ＳＰＥＣ）

Ｗｅｓｔｍｇｈｏｕｓｅ　Ｅ１ｅｃｔｒ１ｃ（ＷＥＳＴＩＮＧＨＯＵＳＥ

　　　ＡＩＲＢＯＲＮＥ）

Ａｄｄｒｅｓｓｏｇｒａｐｈ－Ｍｕｌｔｉｇｒａｐｈ（ＥＤＰ）

Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌ　Ｔｅ１．＆Ｔ
ｅ１．（ＡＤＸ）

ＨＲＢ　Ｓｉｎｇｅｒ（ＳＥＭＡ）

Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｃｉｅｎｔｉ丘ｃ　Ｉｎｓｕｒｕｍｅｎｔｓ（ＡＳＩ）

Ｓｃｉｅｎｔｉ丘ｃ　Ｄａｔａ　Ｓｙｓｔｅｍｓ（ＳＤＳ）

備 考

１９５５年Ｓｐｅｒｒｙと含併
，

Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄとなる 。

１９５９年Ｏ１ｉｖｅｔｔｉが買収
。

１９５６年Ｂｕｒｒｏｕｇｈｓが買収 。
１９５６年Ｅ１ｅｃｔｒｏ　 Ｄａｔａ を買収 。
１９６３年 コンピ ュータ部門をＣＤＣが買収 。

１９６５年 コソピ ュータ部門をＣＤＣが買収 。

１９５８年Ｌ１ｔｔｏｎ　 Ｉｎｄｕｓｔｒｌｅｓ か買収 。

１９５５年Ｒａｙｔｈｅｏｎ　Ｍａｍｆａｃｔｕｒｍｇと共同て

　　Ｄａｔａｍａｔｉｃ を設立。１９５７年Ｒａｙｔｈｅｏｎの
　　持分を取得 。
１９６１年Ｆｏｒｄ　Ｍｏｔｏｒ が買収 。

１９６２年Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｅｃｉｓｉｏｎ がコンピモータ部
　　門を買収。１９６５年これをＣＤＣか買収 。

１９６４年Ｒａｙｔｈｅｏｎ が買収 。
１９５７年Ｓｐｅｎｙ　 Ｒａｎｄ ・Ｕｎｉｖａｃ　Ｄｉｖ．よりスピ
　　　ンアウトした技術者たぢが設立 。

１９５７年ＭＩＴの２人の技術者が設立 。

１９６６年Ｈｏｎｅｙｗｅ１１が買収
。

（出所）ＯＦＣＤ，丁加Ｇゆ５加ｎｃ加ｏＺｏｇツ６６伽６６〃 〃舳５ぴＣｏ舳加６５一〃６６ヶｏ刀北Ｃｏ砂〃伽，１９６８，ｐ．３７ ，
　　　Ｔａｂｌｅ２，Ａｎｎｅｘｅｓ，Ｔａｂｌｅ１８ ：Ｂｅｒｋｅ１ｅｙ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ，Ｉｎｃ Ｃｏ舳〃〃３汀舳４Ａ〃ｏ刎ｏ〃ｏ刀，Ｖ

ｏｌ．１１，Ｎ ｏ． １０
，

　　　Ｏｃｔｏｂｅｒ１９６２，Ｍｏｎｔｈ１ｙ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｃｅｎｓｕｓ： 〃ｏｏみＨ〃郷炉〃〃ｏ”伽Ｚなどより作成 。

（３３４）
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ある 。

　以上のような３つの類型の企業が，１９５０年代に新興の コ１ピ ュータ産業に参

入したが，すでに市場の７０％を握ったＩＢＭとの競争に耐え，６０年代に コンピ

ュータ事業を持続 ・発展させることかてきた企業はかならずしも多くはなか っ

た。

　第１のグループでは，結局，ＲＣＡ杜，ＧＥ杜，ハネウェ ル杜の３杜だけが

事業を持続することにな った（しかし，１９７０年代になると ，これらのうちからさら

にＲＣＡ杜とＧＥ杜が脱落することになる）。

　もともと事務機器 メーカー であった第２のグループでは，アンダーウ ッド杜

は脱落するが，レミントン ・ランド杜（１９５５年以降，スベリー・ ランド杜），ＮＣＲ

杜， バＰ一ス杜の３杜は事業を持続することにな った 。

　他方，第３のグループは，表Ｉ－３にも示されているように，大多数が第１ ，

第２グループの巨大企業に吸収されたり ，間もなく消減してしまっ たりした 。

そのうちで，独特の分野を拓き，のちに独自の位置を占めるようになるのは ，

一つはスーパーコンピ ュータの分野で地歩を占めるコノトロール ・データ杜

（Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ　Ｃａｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ・通称ＣＤＣ），もう一つはｒミニコンピ ュータのＩＢＭ」

といわれるようになるティ！タル ・エクイフメノト杜（Ｄ１ｇ１ｔ・１Ｅｑｕ１ｐｍｅｎｔＣ・・

　　　　　　　　　　　１５）
ｐｏ・ａｔｉＯｎ．通称ＤＥＣ）である 。

　以上のような，相次ぐ新規企業の参入と淘汰のプ ロセスを経て ，１９５０年代が

終わるころには，６０年代以降の コ１■ピ ュータ産業を担うアメリカ企業群がしだ

いに浮かび上がりつつあ った。このことを企業別の市場 シェ アの推移によっ て

みると ，表Ｉ－４のとおりである 。

　すでに１９５０年代半ばに市場の７０％以上を握 っていたＩＢＭは，以上のような

多数の参入が相次ぐ状況のなかで，わずかずつながらシ ェアを減退させた。し

かし，この時期の激しい競争のなかての推移としては，減退かこれほとわずか

にとどまっ たこと自体が注目に値することであ った。１９６０年代を迎える段階に

おいても ，ＩＢＭは依然として７０％前後の市場 シェ ァを保持し続けていた 。

　これに対して，もっとも有力な競争相手は，コンピ ュータ産業の最先発企業

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３５）



２２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

　　表Ｉ－４アメリカ ・メーカーの市場 シェ ア推移（１９５５～１９６４年 ：設置金額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 １％）

ＩＢＭ

年 スペリー パロース ＲＣＡ ＧＥ ハネウェ
ハネウェ 業界誌 ランド ノレ

ＮＣＲ ＣＤＣ

ル推定 推定
１９５５ ５６ ．１ ３８ ．５ ５． １ Ｏ．

３

１９５６ ７５ ．３ ７３ ．１ １８ ．６ ４．
４

１１

６ Ｏ．
１

１９５７ ７８ ．５ １６ ．３ ３． ９ Ｏ． ８ Ｏ． ３ ０． ０６

１９５８ ７７ ．４ ７１ ．２ １６ ．３ ３．
３

１．

８ ０．
２

１．

０ ０． ０４

１９５９ ７４ ．５ １７ ．８ ４．
２

１．

４ Ｏ．
９

１．

２ ０． １２

１９６０ ７１ ．６ ７０ ．７ １６ ．２ ３． ４ ２． ４ ２．
８ Ｏ． ９ ０． ４ １．

０

１９６１ ６９ ．３ １５ ．５ ２１
６ ３．

Ｏ ３．
４ ２．

Ｏ ０．
７ ２．

２

１９６２ ７０ ．０ ７０ ．４ １２ ．４ ２．
２ ３．

５
３．

７ ２．

３
１．

９ ３．

１

１９６３ ６９ ．８ ７４ ．５ １１ ．２ ２． ６ ３． ５ ３． ５ １．
８ ２． ６ ４． ０

１９６４ ６８ ．３ ７２ ．５ １１ ．８ ３．
１ ３．

０ ３．
３ ２．

５ ２．
８ ４，

４

（出所）Ｂｒｏｃ ｋ， Ｇ． Ｗ一， 丁加ひ８Ｃｏ刎〃エぴ１〃郷岬一Ａ８肋勿げ〃〃肋Ｐ舳“１９７５，ｐ．２１，Ｔａｂ１ｅ２－３，ｐ．２２ ，
　　Ｔａｂｌｅ２－４．より作成 。

　　 ｒハネウェ ル推定」とは，ハネウェ ル／スペリー・ ランド訴訟裁判記録（１９７３年）によるもの。また「業
　　界誌推定」とは，Ｃｏ刎〃〃舳伽６Ａ〃ｏ舳〃ｏ刀 誌， およびＤ肋ｏ〃ｋＡ〃ｏ伽伽Ｄ〃ｏ 丹ｏ伽５加ｇＮ伽３〃
　　〃誌によるもの。ＩＢＭ以外の各杜のシ ェアは，「ハネウェ ル推定」。

スベリー・ ラ１／ド杜（ユニ バック事業部）であ った。しかし，同杜は，１９５５年合

併成立時には３８．５％のシ ェアをもっ ていたにもかかわらず，以降急激にシ ェア

を減退させ，６０年には１６％にまで落とすことにな った。スペリー・ ランド杜は

コンピ ュータそのものの技術についてはむしろＩＢＭより先進的なものをもっ

ており ，優れた機械を市場に出していた。しかし，販売力の点では，ＩＢＭと

は対照的に弱く ，これが５０年代後半の激しい競争のなかで，シ ヱアを大きく減

退させる原因とな った。新しい コノピ ュータ事業の競争においては，販売力か
　　　　　　　　　　　１６）
決定的な意義をもっ ていた 。

　このようなスベリー・ ランド杜がシ ェアを減退させたのとは対照的に ，

ＲＣＡ杜，ＧＥ杜，ハネウェ ル杜，ＮＣＲ杜，バロース杜などが，それぞれわず

かずつではあるが，シ ヱァを確保するようにな ってきていた。スベリー・ ラソ

ド杜につく“シ ェアをもつようにな ったのはパ ロース杜であ った。同杜は１９５６年 ，

すでにデータトロン（ＤＡＴＡＴＲＯＮ）と呼ばれる コ１■ピ ュータを開発していた

エレクトロ ・デ ータ杜（Ｅ１ｅ・ｔ・０－Ｄ・ｔ・ Ｃｏ・ｐ０・・ｔｉ・ｎ）という小さなベンチャー・

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３６）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
ビジネスを買収して，一気に３～４％台のシ ェアを獲得した 。

　以上のような状況のなかで，１９６０年代のアメリカ ・コンピ ュータ産業，ひい

ては世界 コンピ ュータ産業の構造を特徴づける「白雪姫と７人の小人たぢ

（Ｓｎ・ｗ　Ｗｈｉｔ・・ｎｄ　ｔｈ・Ｓ…ｎ　Ｄｗ・・ｆ・）」という構図がしだいにあきらかな ってき
　　１８）

ていた 。

　　５）城阪俊吉『エレクトロニクスを中心とした年代別科学技術史（第３版）』日刊

　　　工業新聞杜，１９９０年，１９９ぺ一ジ 。

　　６）Ａ・Ｒ・マッ キントッシ ュｒコンピ ュータの真の発明者アタナソフ」『サイェン

　　　 ス』１９８８年１０月号，を参照 。

　　７）Ｇｏ１ｄｓｔｍｅ，ＨＨ，丁加Ｃｏ〃ク〃〃一介ｏ舳戸伽６０〃ｏ刀ｏ〃 Ｎ伽刎伽〃，１９７２，Ｐａ打

　　　Ｉ（末包良太郎ほか訳『計算機の歴史　　ハスカルからノイマノまで』共立出版
，

　　　１９７９年，第２部）を参照 。

　　８）Ｓｏｂｅ１，ｏ戸６机，ＰＰ．１１２－１１５（前掲訳，１４０～１４３べ 一ジ） ．

　　ｇ）Ｈａｒｒ１ｓ，ＷＢ ，ＴｈｅＡｓｔｏｍｓｈｍｇＣｏｍｐｕｔｅｒｓ，亙ｏ伽〃３，Ｊｍｅ１９５７，ｐ２９２

　　　Ｂｕｒｃ
ｋ， Ｇ．，Ｔｈｅ‘‘Ａｓｓａｕ１ｔ” ｏｎ　Ｆｏ血ｒｅｓｓ　ＩＢＭ，ハｏ伽楓Ｊｕｎｅ１９６４，ｐ．１１６ ：Ｓｏｂｅ１ ，

　　　功一泓，Ｃｈａｐ．５（前掲訳，第５章）

　１０）Ｓｏｂ
ｅ１

，ｏか６机，Ｃｈａｐ，６（前掲訳，第６章）．なお，この辺のワトソン１世と２

　　　世親子の間の関係については，最近出されたワトソソ２世の回想録ル”“８ｏ〃

　　　舳６Ｃｏ－ １９９０に詳しい 。

　１１）〃〃，ＰＰ．１２３－１２４（同上訳，１５３～１５４べ 一ジ）

　１２）Ｓｈｅｅｈａｎ，Ｒ ，Ｔｏｍ　Ｊｒ ’ｓ　ＩＢＭ，ハｏ伽脱
，Ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ１９５６，Ｐ１９８Ｈａｍｓ，ｏク６〃 ，

　　　 ＰＰ・２９２－２９４ ：Ｂｕｒｃ
ｋ，
ｏ戸 ６北，Ｐ．１１６

：Ｓｏｂｅ１
，ｏ声泓，ＰＰ．１２５－１２９（前掲訳，１５５～

　　　１６０へ一ソ）　日本アイ　 ヒー　エム（株）『コ■ヒュータ発達史　　ＩＢＭを中心

　　　にして』１９８８年，７～１８ぺ一ジ 。

　１３）　 こうして，ＩＢＭが短期間のうちに先発 メーカー レミソトン ・ラソド杜から

　　　 コンピ ュータ産業の主導権を奪還し，市場支配を確立しえた要因については，坂

　　　本和一『ＩＢＭ　　事業展開と組織改革』 、不ルウァ 書房，１９８５年，９２～９９へ 一

　　　 ソを参昭。そこでは，０技術基盤，　 マーヶティノク戦略，　資金調達基盤の

　　　３つの側面から，市場支配確立の要因を分析している。なお，ＩＢＭの今日に至

　　　るまでの市場支配が，一貫して０価格差別，　市場細分化，　 ソフトウェ ア拘

　　　束体制，＠インターフェイス 変更といった４つの戦略を駆使したｒ独占力の行

　　　使と乱用」の結果てあると分析したものに，ＤｅＬａｍａｒｔｅｒ，ＲＴｈ ，＆９Ｂ伽，

　　　１９８６（青木栄　訳『ヒソ クフル　　　ＩＢＭはいかに市場を制したか』日本経済

　　　新聞杜，１９８７年）がある 。

（３３７）
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　１４）Ｓｏｂｅｌ，ｏ戸泓，ＰＰ．１４７－１５３（前掲訳，１８４～１９２ぺ 一ジ）

　１５）ＣＤＣ杜およびＤＥＣ杜の存在カミコンピ ュータ産業で浮上するのはつぎの段階

　　であるので，次回に具体的に説明するが，両杜については，北正満『ＩＢＭとの

　　攻防　　ＩＢＭをめくる惑星企業』共立出版，１９８０年，第２ ，４章を参照。また ，

　　 ＣＤＣ杜については，Ｓｏｂｅ１，ｏ声６北， ＰＰ．１５３－１５８（前掲訳，１９２～１９８べ一ジ）を

　　参照されたい 。

　１６）　スベリー・ ランド杜の以上のような事情については，〃〆，ＰＰ．１４９－１５２（同上

　　訳，１８７～１９１ぺ一ジ）を参照 。
　１７）　Ｈａｒｒ１ｓ　ｏク６〃 ，ＰＰ２９４－２９６

　１８）Ｓｏｂｅ１，ｏか泓
，Ｃｈａｐ．８（前掲訳，第８章ｒ白雪姫と７人の小人たち」）

．

２． 「第２世代」の米欧コンピュータ産業

　（１）ｒ第２世代」コンピュータとＩＢＭ

　１９５０年代半ば以降，真空管に代わ って，新たな電子デバイスとして固体素子

トランジスタが登場し，急速にさまざまな電子製品に採用されるようにな って

くる 。コ１／ピ ュータの歴史も ，１９５０年代末ごろから，論理素子としてそれまで

の真空管に代わってトランジスタが採用されるようになり ，いわゆる「第２世

代」に移行する 。

　トラソジスタは，それまでの電子デバイスである真空管に対比して，つぎの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
ような点で技術的 ・経済的に決定的な優位性をもっていた 。

　第１に，それは，真空管に比べてエネルギー効率がはるかに高かった。真空

管に場合には，フィラメントをつけるということだけのためにたくさんのエネ

ルギーを注入しなければならなかったが，トラ１／ジスタの場合にはフィラメノ

トをつげる必要はなくな っているからである 。

　第２に，それは，真空管に比へてはるかに小さくて，丈夫で，軽いものにな

っていた。いうまでもなくそれは，真空管のようにガラス管をつくり ，なかの

空気を抜いて，複雑な電極を挿入する必要をなくしてしまっ たからである 。こ

の点は，以後の発展で，さらにたくさんのトラノジスタを一つの基板に集積

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３８）
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て， いわゆるＩＣ（集積回路）をつくり出す重要な条件であ った 。

　第３に，それは，真空管に比べてはるかに寿命が長く ，半永久的であるとい

ってもよいものであ った。それは，真空管のようにフィラメノトが焼き切れる

というような心配をなくしてしまっ たからである。この点は，とくにそれを使

ったシステムの技術的な信頼性を飛躍的に高めたという点で，決定的に重要な

局義をもつものであ った 。

　このように，真空管に比べて，技術的 ・経済的に決定的な優位性をもつ新し

い電子デバイスとしてのトランジスタは，１９５０年代半ばころから工業化が急速

にすすみ始め，さまざまな分野でそれまでの真空管に取って代わった 。

　さて，トランジスタを論理素子として便った「第２世代」の コンピ ュータ ，

通称 ソリッド ・ステート ・コンピ ュータ（ＳＯ１ｉｄ
－Ｓｔ・ｔ・ Ｃｏｍｐｕｔ・・）がはじめて登

場するのは，１９５８年のことであ った。１９５８年８月 ，スペリー・ ラソド杜 レミソ

トン ・ランド事業部が出したＵＮＩＶＡＣ 　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０と呼ばれる コンピ ュー

タがそれであ った 。

　当時ＩＢＭはすでに世界 コンピ ュータ市場の７０％を占めており ，他方，スベ

リー・ ラノド杜のシ ェアは１７％前後まで低落していた。このような市場状況の

なかで，技術的にまだ優位性をもっ ていたスベリー・ ランド杜は，新しい電子

デバイスの登場を機会に，市場の巻き返しを図るべく ，むしろ先進的に「新世

代」コソピ ュータの導入をすすめた。当時ＩＢＭの市場支配の最大の戦略機種

は中型のＩＢＭ６５０であ ったが，ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏｌｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０は実際にこのＩＢＭ

６５０へのスペリー・ ランド杜の対抗機種として導入されたものであ った。こう

して，ｒ第２世代」コノピ ュータの導入に際しても ，ＩＢＭはスベリー・ ラ１■ド

杜の後塵を拝することにな った 。

　ＵＮＩＶＡＣ 　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０の導入後，相次いで各杜がｒ新世代」のトランジ

スタ ・コソピ ュータを導入することにな った。しかも ，こうして「新世代」コ

ソピ ュータの導入を図った企業は，「第１世代」からの既存企業よりも ，むし

ろこれを機会に コンピ ュータ産業に参入を意図した新規企業が多かった 。

　１９５８年１０月 ，それまで主導的なトランジスタ ・メーカーの一つであ ったフィ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３９）
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ルコ 杜がＴＲＡＮＳＡＣ　Ｓ－２０００というの大型 コンピ ュータを出してが，これに

続いて・同年１１月にはノース ・アメリカ■ ・エヴィェーシヨン 杜がＲＥ ．

ＣＯＭＰ－ｎ １５９年６月にはＲＣＡ杜がＲＣＡ－５０１，同年７月にはＧＥ杜が
ＧＥ－２１０・翌６０年１月にはＣＤＣ杜がＣＤＣ－１６０４，同年１１月にはＤＥＣ杜が

ＰＤＰ－１など・「新世代」コンピ ュータを相次いで出してい った。ＲＣＡ杜と

ＧＥ杜を除けぼ，これらの企業はみなトランジスタ ・コノピ ュータの導入を契

機とした新規参入企業であ った 。

　これに対して・ＩＢＭがｒ第２世代」コンピ ュータを世に出すのは，１９６０年

に入 ってからであ った。ＩＢＭは５８年９月に最後のｒ第１世代」大型 コンピ

ュータ７０９を出したが，上のような「第２世代」コ１■ピ ュータヘの流れのなか
で， まずこの７０９をトランジスタ ・コノピ ュータに再設計し，６０年１月 ，これ

を「第２世代」の大型 コノピ ュータ７０９０として出荷した 。

　さらに・ＩＢＭは１９６０年３月から１０月の間に，本格的なｒ第２世代」コンピ

ュータとして３つの機種を出荷した。第１は３月に出された，７０９０に次ぐ大型

コンピ ュータ７０７０であり ，これは技術的に６５０のあとを継ぐものであ った。第

２は９月に出された，６５０に代わる新たな中型 コ１／ピ ュータ１４０１であ った。そ

して，第３は１０月に出された，科学技術計算用小型 コノピ ュータ ，１６２０（１４０１

を基礎に設計）であ った 。

　こうして ，ＩＢＭは，スベリーランド杜のＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０の登場

から２年近くを経て ，１９６０年の半ばにな って，ようやく「第２世代」コンピ

ュータの供給体制を整えた。しかし，こうして体制を整えると ，ＩＢＭはｒ第

２世代」コ１■ピ ュータ市場でもたちどころに支配的地位を築き，それまで確保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）していた コンピ ュータ市場における支配的地位を揺るぎなく維持した

。

　この点で決定的に重要な役割を担ったのは，とくに新たな中型 コンピ ュータ

としての１４０１であ った 。

　１４０１は，発売以来５年を経過し，すでに製品ライフサイクルの成熟期を迎え

つつあ った６５０に代る新たな中型機種として開発された。６５０はすでにのべたよ

うに，「第１世代」コノピ ュータの代表機種として１９５０年代に爆発的な人気を

　　　　　　　　　　　　　　　　（３４０）
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博し，ＩＢＭの市場支配確立にとっ て主軸的な役割を果たしていた。それは ，

１９５９年のピーク時には，当時アメリカにおける コンピ ュータ設置総台数３ ，１Ｏ０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
台のうちの半数近い，約１，５００台を占めていたといわれる

。

　この６５０の市場に対しては，すでに１９５８年８月 ，最初の「第２世代」コソピ

ュータＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０が参入を図 つていた。ＵＮＩＶＡＣは，当初は

ＵＮＩＶＡＣ独自の９０コラム　カートのみを使用しており ，まだ他の会杜の機種

のユー ザーがそれに移行して十分 コスト的に割があうほどの技術的な優位性を

持ち合わせていなか った。しかし，５９年６月 ，スベリー・ ラ１／ド杜は，ＵＮＩ －

ＶＡＣがＩＢＭ型の８０コラム ・カードを扱い ，ｒ６５０シ ュミレータ」（６５０イソスト

ラクション をＵＮＩＶＡＣに翻訳するソフト ・パッ ヶ一ジ）をとおして６５０インストラ

クションの実行を可能にすると発表した。このような利用技術の互換性の確立

によっ て， スペリー・ ランド杜は６５０のユー ザー にＵＮＩＶＡＣへの移行を勧め

うる コスト ・パフォーマソスを整備した。ある コスト ・パフォーマソスの計算

によれぼ，ＵＮＩＶＡＣは６５０より１ドルあたり５０％以上のオペレーション を生

みだすことにな ったとされている。このような コスト ・パフォーマノスの差が

生ずるについては，ＵＮＩＶＡＣの技術そのものの優位性と同時に，６５０の価格

が出荷後４年間据え置きにな っていたことも大きく作用していた 。

　このような状況のもとで，ＩＢＭは早急に６５０のｒ第２世代」後継機種を開発

し， ＵＮＩＶＡＣの６５０市場への浸食に対応しなけれぼならなくな っていた。こ

の役割を担って登場したのが，１４０１であ った（１９５９年１０月発表，６０年９月出荷）。

　１４０１は，６５０およびＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０のどちらと比べても ，はるか

に優れたパフォーマンスをもっ ていた。たとえば，カード ・リーメーのスピー

ドは，６５０が毎分２５０枚，ＵＮＩＶＡＣが４５０～６００枚であったのに対して ，１４０１は

８００枚の能力をもっ ていた。また，加算時間については，６５０が７００マイクロセ

カソド，ＵＮＩＶＡＣが５１０マイクロセカソトであつたのに対して ，１４０１は２３０マ

イクＰセカノドにな っていた。あるパフォーマンス計算によれば，１４０１は

ＵＮＩＶＡＣの２倍のパフォーマンスをもっ ていたといわれる 。

　こうして ，ＩＢＭは，ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０による６５０市場の浸食に対し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４１）
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て， １４０１を出すことによっ て対応したが，それは上のような優れたバフォーマ

ノスをもっ て６５０を継承し，その市場を守 った。それのみではなく ，１４０１はそ

のクラスの市場で以前よりさらに圧倒的なシ ェアを確保した。したが って，そ

れは・ＩＢＭの市場支配にとっ て， ｒ第１世代」に６５０が果たしたと同様の主軸

的な役割を「第２世代」において果たすことにな ったわげである 。

　１９６５年６月時点でみると（このころが１４０１のピーク時であ った），当時アメリカ

での コ１／ピ ュータ設置総台数約２万７，５００台のうち，その約３分の１にあたる
９， １５０台が１４０１で占められていた。さらにこれに ，１４１０．１４４０．１４６０などの同

シリーズのものを含めれば，実に合計１万２，７５０台が１４００シリーズで占められ
てい差１

　以上のことをスベリー・ ランド杜の側からいえば，同杜は「第１世代」に続

き「第２世代」においてもパイォニァ企業とな ったが，結局やはりＩＢＭに主

導権を握られ，劣勢挽回の機会を得ることはできなかったことを意味した 。

　たしかに ，ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１１ｄ－Ｓｔａｔｅ８０は６５０に対しては有効な競争を展開する

ことができた。しかし，６５０がすでに出荷後４年を経過し，製品ライフサイク

ルの成熟期に入っていたことを考慮すれば，ＵＮＩＶＡＣにとって真の攻撃目標

となるのは，実はつぎに準備されている６５０の後継機種の方であ った。そして ，

この後継機種１４０１との競争においては，ＵＮＩＶＡＣは，１４０１が登場するまでの

一時期確保しえた優位性を維持することができなかったわけである。この場合 ，

ＵＮＩＶＡＣにとっ ては，それが６５０と互換性をもたされていたことが，今度は

逆に不利に作用することにな った。ＵＮＩＶＡＣは価格を６５０と同じ水準に設定

していたので，１４０１が出されると ，ＵＮＩＶＡＣに一度移行したユー ザー がふた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）たびＩＢＭヘスゥィッ チ・ バックしていくのを許すことにな ったからである 。

　（２）「第２世代」のアメリカ ・コンピュータ産業　　１９６０年代はじめの競争

　　構造

　以上のように，コンピ ュータ「第２世代」は１９５８年 スベリー・ ラノド杜の
ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０の登場によっ て口火が切られ，６０年ＩＢＭが７０９０ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（３４２）
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７０７０．１４０１．１６２０といっ た大型から小型までの一連の「第２世代」コンピ ュー

タを一気に整備するに至って本格的な発展段階を迎えた 。

　ところで，こうして「第２世代」段階を迎えた コソピ ュータ産業はどのよう

な競争構造をもつようにな っていたであろうか 。

　まず，アメリカ国内の状況についてみる 。

　ここで，Ｃｏ卿〃６ｒ伽３Ａ〃ｏ舳”ｏ〃 誌のデータによっ て， １９６２年９月時点

でのアメリカ ・コソピ ュータ ・メーカー の設置 ・受注台数を示してみると ，表

Ｉ－５のようにな っている 。

　このデータによれば，１９６２年９月の時点で コ１／ピ ュータを出荷していたメー

カー は， ごく小規模な設置台数の企業も含めると ，合計２５杜であ った 。

　これらの コ１／ピ ュータ ・メーヵ一のなかでＩＢＭの占めるシ ェァは，コノピ

ュータ設置総台数１万１，３８７台のうち６，９７０台，つまり６１．２％であ った。さらに

受注台数では，受注総台数８，１６９台のうちの５，８４３台，つまり７１．５％をＩＢＭが

占めていた 。

　これに対して，もっとも有力な競争相手てあるスベリー・ ラノト杜は，設置

台数では全体の１４．１％にあたる１ ，６０８台，また受注台数では１２．４％にあたる

１， ０１５台を占めるにとどまっ ていた 。

　こうして，ＩＢＭの設置台数は，１９６０年代に入り ，市場が急速に拡大し，既

存企業に新規産業企業が加わってさまざまなタイプの機種をつぎつぎに出して

いくという状況のなかで，いく分ウヱイトを低下させているが，依然として

６０％を超える市場を占めていた 。

　以上のことを設置金額てみてみると（前掲の表Ｉ－５を参昭），１９６２年の時点て

のＩＢＭのシ ェァは，二つの推定のいずれにしても ，ちょうど７０％であ った 。

設置台数てみると６１２％てあったか，設置金額てみるとそれより高いノェ アを

確保しているのは，大型機種の市場においてＩＢＭがより支配力をもっ ていた

ことの反映であ った 。

　これに対して，ＩＢＭの最大の競争相手 スペリー・ ラソド杜は，１９６０年代に

入っ て６２年までの短期間のうちに１６．２％から１２．４％へ，かなり大幅にシ ェアを

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３）
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表Ｉ－５１９６２年時点におけるアメリカ

　　　受注状況（アメリカ国外を含む）

・メーカ ー一 のコンピ ュータ設置 ・

　　　　　　　　（１９６２年９月現在）

会　　　杜　　　名 設置台数 受注台数

Ａｄｄ・…ｏｇ・・ｐｈ－Ｍｕ１ｔｉｇ・・ｐｈ ３ ２

Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｓｃｉｅｎｔｉ丘ｃ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ ４ ３

Ｂｅｎｄｉｘ ３７０ ２０

Ｂｕｒｒｏｕｇｈ
ｓ ３２７ １２８

Ｃ１ａ・ｙ ６８ １０

Ｃｏｍｐｕｔｅ・ Ｃｏｎｔ・ｏ１
９ ５

Ｃｏｎｔｒｏ１Ｄａｔａ ２３１ ６９

Ｄｉｇｉｔ・１Ｅｑｕｉｐｍ・ｎｔ １８ １４

Ｅ１－Ｔｒｏｎｉｃｓ ３２

一
Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅ１ｅｃｔｒｉｃ １１３ ９０

Ｇｅｎｅｒａ１Ｐｒｅｃｉｓｉｏｎ ４６０ ４０

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ ６８ ３２

ＨＲＢ－Ｓｉｎｇｅｒ １２ １４

ＩＢＭ ６， ９７０ ５， ８４３

Ｉｎｆｏ・ｍａｔｉｏｎ　Ｓｙ・ｔ・ｍ・ １８ ５

ＩＴＴ ２ １

Ｍｏｍｏｅ　Ｃａ１ｃｕ１ａｔｉｎｇ　Ｍａｃｈｉｎｅ ２８５ １３０

Ｎ・ｔｉｏｎ・１Ｃ
・・
ｈ　Ｒ・ｇｉ・ｔ・・ ２８９ ３３６

Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ａｖｉａｔｉ０１１（Ａｕｔｏｎｅｔｉｃｓ） １５５ ０

Ｐａｃｋａｒｄ－Ｂｅ１１

■

１０９ ２２

Ｐｈｉｌｃｏ １７ ２４

Ｒ・ｄｉｏ　Ｃ
ｏ・ｐ
．ｏｆ　Ａｍ・・ｉ・・ ２０３ ３４６

Ｓ・ｉｅｎｔｉｆ・Ｄａｔ・ Ｓｙ・ｔ・ｍ・ ３ １４

ＴＲＷ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ １３ ６

Ｓｐｅ・・ｙ　Ｒａｎｄ（Ｕｎｉｖ・・） １， ６０８ １， ０１５

合　　　　　　　　計 １１ ，３８７ ８， １６９

（庄）０　本表の設置台数，受注台数には，企業によっ ては一部推定による部分が含まれてい

　　る。なお，同上数は，アメリカ国外の分も含む 。

　　　　　一印は不詳 。

（出所）Ｃｏ砂〃舳伽ゴＡ〃ｏ舳〃ｏ〃，Ｖ
ｏｌ，１１，Ｎ ｏ． １０，Ｏｃｔｏｂｅｒ１９６２，Ｍｏｎｔｈｌｙ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｃｅｎｓｕｓ

　　より作成 。

落した・１９５０年代末，ｒ第２世代」コ１／ピ ュータのバイオニア機種ＵＮＩＶＡＣ
Ｓｏ１ｉｄ－
Ｓｔａｔｅ８０によってＩＢＭの市場支配にふたたび挑戦したスベリ＿． ラ＝■

ド杜であ ったが，結局目標を果たせず，むしろシ ェアを低下させた 。

　他方・より下位のバロース 杜， ＲＣＡ杜，ＧＥ杜，ハネウェ ル杜，ＮＣＲ杜 ，

ＣＤＣ杜については，バロース杜を除げぼ，６０年代のはじめの時期にいく分ず

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４４）
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つではあるが，シ ェアを高めることにな った。それは，結果的にはスベリー・

ラ１／ド杜のシ ェアの浸食によるものであ った。しかし，それらのシ ェアは，高

まっ たとはいえ，それぞれまだ４％にも満たない程度にとどまっ た。

　「第２世代」時代を迎えた，１９６０年代はじめの段階の，アメリカ ・コノピ

ュータ産業の競争構造は，以上のようなものてあ った 。

　（３）ヨーロンパ諸国におけるコンピュータ産業の形成

　以上では，コノピ ュータ産業の展開をもっ ぱらＩＢＭと ，それを取り巻くア

メリカ ・コノピ ュータ ・メーカーの事業展開としてみてきた。第２次大戦後 ，

世界の コンピ ュータ産業は，これらアメリカ ・メーカー を産業リーダーとして

展開してきた経緯があるからである 。

　しかし，ＩＢＭを中心とするアメリヵ ・コンピ ュータ産業の発展に追随して ，

世界の先進各国でも ，コンピ ュータ産業の形成がすすんだ 。

　はじめに，各国の コ１／ピ ュータ産業のマクロ な成長動向を コンピ ュータの設

置台数の推移が示してみると ，表Ｉ－６のようである 。

　アメリカについてはすでにみたとおりであるが，さらにその他の諸国，とく

にイギリス，フランス，西ドイツ ，イタリア，日本などの先進各国でも ，１９５０

年代末から６０年代前半にかけて急速に設置台数が増加してい った。これらの諸

国でも ，コソピ ュータ産業がこの時期に，一つの独立した産業としての離陸を

急速に果たしていったことがわかる 。

　ところで，このような産業としての離陸をつくり出していった各国での コン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
ピュータ ・メーカーの動向と市場構造はどのようなものであったか 。

　０　イギリス

　イキリスては，１９５０年代末には，ＢＴＭ杜（Ｂｎｔ１・ｈ　Ｔａｂｕ１・ｔｍｇ　Ｍ・・ｈｍｅ・） ，

ＥＥＣ杜（Ｅｎｇ１ｉ・ｈ　Ｅ１ｅ・ｔ・ｉｃ　Ｃｏｍｐｕｔｅ・ｓ），ＬＥＯ杜（Ｌｙｏｎ・ Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｏ舶ｃｅ），ＥＭＩ

エレクトロニクス 杜（ＥＭＩＥｌｅｃｔｍ１ｃ・），フェラノティ 杜（Ｆｅ・ｒａｎｔ１），マルコー

二杜（Ｍ…ｏｍ），エリオ ソト ・オートメーノヨノ 杜（Ｅ１１ｌｏｔＡｕｔｏｍ・ｔ１ｏｎ），ＧＥＣ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３４５）
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表Ｉ－６世界各国における コノピ ュータ産業の成長（１９５４～１９６４年）

国　名
１９５４ １９５５ １９５６ １９５７ １９５８ １９５９ １９６０ １９６１ １９６２ １９６３ １９６３＊

アメリカ
５４ ２６３ ８００ Ｌ３５０ ２， ０３４ ３， ６１２ ４， ６００ ７， ８００ １２，５００ １４ ，０００

イギリス ２ １５ ２７ ６６ １２８ １７１ ２３４ ３２３ ５０５ ６０６ ６２６

ベネルックス ５ １Ｏ ２０ ３５ ６５ 推）１００ １４２

西ドイツ
２０ ４５ ８５ １７０ ３９０ ７０８ １， ０１２ ９９３

　一フフンス
１５ ３５ ６０ １２５ ２６０ ６１４ 推）７５０ ７９１

イタリア
１０ ２５ ５５ １００ ２００ ４５８ ６００ ５９２

オランダ ５ ２０ ３０ ４０ ７０ 推）１００ １５６

日　　本 ３ １１ ４６ １０２ ２７２ ５２１ ８７０

オーストリア ６６

デソマーク ７４

フィンランド １９

ギリシア ５０

ノールウェイ ５４

ポルトガル １６

スベイソ
２３

スウェー デン １４７

ス　イ　ス １６０

カ　ナ　ダ ５３８

（出所）　日本電子工業振興協会『最近における米欧の電子計算機の情勢』１９６４年９月 ，１べ 一ジ。原資料は以下の

　　とおりてある 。　　１…：Ｚ３６ヶｏ閉６ Ｎ６ｚり５ Ｎｏｖ（ＳｐｅｃｌａｌＥｄ）１９６３Ｃｏ刎ク〃ぴ８〃ｍ３ツＤｅｃ１９６３亙伽炉ｏ川６

　　肌〃是以Ｆ
ｅｂ 一・２６．１９６４．なお，１９６３＊は，Ｃｏ卯〃ぴ伽６Ａ〃ｏ伽伽仏Ａｐｒｉ１１９６４．による数字である 。オ ー一 ス

　　トリア以下の諸国の１９６２年以前の数字は不詳である 。

杜（Ｇｅｎｅ・ａ１Ｅ１・・ｔ・１・ Ｃｏ），ＳＴＣ杜（Ｓｔ・ｎｄａ・ｄＴ・１ｅｐｈｏｎ・・ｎｄＣ・ｂ１・・）とい った企

業が国産 メーカーとして コンピ ュータを製造していた 。

　１９６０年代に入ると ，これらの企業群の間に吸収合併かすすみ始めた。一方て

は， １９０７年設立の伝統企業ＢＴＭ杜が，１９６２～３年にＥＭＩエレクトロニクス杜

およぴフヱラノティ 杜の コノピ ュータ部門を買収し ，企業名もＩｎｔｅｍａｔ１Ｏｎａ１

ＣｏｍｐｕｔｅｒｓａｎｄＴａｂｕｌａｔｅｒｓ Ｌｍ１ｔｅｄ（ＩＣＴ）と改めた
。

　他方では，ＥＥＣ杜がＬＥＯ杜，マルコー二 杜，エリオ ット ・オートメーシ

ョソ杜といった企業を吸収して，もう一つのグループを形成した 。

　これら２大 メーカー は， さらに１９６８年，国産 コ１／ピ ュータ ・メーカー の育成

をすすめる政府の強力な指導のもとに統合し，のちにイギリス ・コンピ ュータ

産業の中心となるＩｎｔｅｍａｔｌｏｎａ１Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ　Ｌ１ｍ１ｔｅｄ（ＩＣＬ）か形成されること

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４６）
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になるが・「第２世代」を迎えた１９６０年代前半の時点では，ＩＣＴ杜とＥＥＣ杜

の２つの企業がイギリスの中心的な国産 メーカー であ った 。

　しかし，当時，イギリスで コ１／ピ ュータの設置をすすめていたのは，これら

の国産 メーヵ一だけではなか った。他方で，すでにＩＢＭを中心とするアメリ

カ企業が大きくヨーロッパ市場に進出しており ，イギリス市場も例外ではなか

った 。

　ここで，１９６４年時点のイギリス　表Ｉ－７１９６４年時点でのイギリスにおけるメ

　　　　　 。　　　　　　　　　　　　　　　 一カー別コンピ ュータ設置状況での コンヒュータの設置状況を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｃｏ閉〃〃ぴ８脈閉以Ｊｕｎｅ１９６４．による）

メーカー 別にみると ，表卜７の

ようである 。

　表に示されているように，この

段階のイギリスでは，国産２大

メーカー ＩＣＴ杜とＥＥＣ杜がそ

れぞれ１位と４位を占め，合計で

４０．２％の市場 シェ アを確保してい

た。 これに対して，アメリカ
．

メーカー であるＮＣＲ杜とＩＢＭ

会　杜　名 設置台数 シェア（％）

ＩＣＴ ３０６ ３２ ．４

ＮＣＲ ２６５ ２８ ．０

ＩＢＭ １８８ ２０ ．０

ＥＥＣ ８３ ８． ８

ＳＴＣ ４６ ４． ９

Ｈｏｎｅｙｗｅ１１ １４ １．

５

Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｂｕ１１ １１ １．

２

その他（６杜） ３２ ３． ４

合　　　計 ９４５ １００ ．０

（出所）　日本電子工業振輿協会ｒ最近における米欧の電子計

　　算機の情勢』５７べ 一ジ 。

がそれぞれ２ ，３位を占め，シ ェァではＮＣＲが２８．Ｏ％，ＩＢＭが２０．Ｏ％を獲

得していた 。

　　　フランス

　フラ１／スでは，１９６０年代前半の

段階では，国産 メーカー であるマ

！ノ ・フル杜（Ｃｏｍｐａｇｎ１ｅｄｅ・

Ｍａｃｈｍｅｓ　Ｂｕｌ１）とＩＢＭか市場を

二分していた。その状況は，表Ｉ

－８のようである 。

　表にみられるように，この段階

表卜８１９６２年（年初）時点でのフランスにおけ

　　　るメーカー別コンピ ュータ設置状況

会　杜　名

Ｍａｃｈｍｅｓ　Ｂｕｌｌ

ＩＢＭ

その他（３杜）

合　　　計

設置台数

（出所）ＯＥＣＤ，ｏ声泓，ｐ
．１６０

（３４７）

１４０

１３９

７

２８６

シェ ア（％）

４９ ，０

４８ ．６

２． ４

１００ ．０
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のフランスでは，マシン ・ブル杜の４９．Ｏ％に対して ，ＩＢＭが４８．６％と ，相拮

抗するシ ヱアを占めていた 。

　マシソ ・ブル杜は１９３１年に設立された，フランスの誇る事務機器メーカー で

あり ，１９５５年に コ：／ピ ュータ事業に進出した。この会杜は多彩な機種群を擁し

ていたが，ＩＢＭの製品に比べてその殆どが技術的に遅れをとっ ていた。この

遅れを取り戻すために，１９６０年代に入ってアメリヵ ・メーヵ一ＲＣＡ杜と相互

ライセンス契約を結んだ。それは，マシノ ・ブル杜の杜員がアメリカで研修を

受ける代わりに，ＲＣＡ杜は面倒な特別輸入許可を取得しなくてもフラ１／スで

同杜の製品を販売できるというものであ った。これによっ て，マシ１／ ・ブル杜

は， 当時最先端を行くとみられたＲＣＡ杜の技術を習得することか可能にな
っ

た。

　フランスの技術を誇示したくて躍起になっていたドゴール大統領の積極的な

支援もあり ，その後，マソノ ・フル杜の事業はしはらくは順調に推移した。し

かし，ＩＢＭの強力な巻き返しと市場が急激に伸長する状況のもとで，まもな

く資金難に陥った。そこで１９６４年には，結局，アメリヵ ・メーヵ一ＧＥ杜に資

本参加を仰ぐことになり ，ＧＥ杜との合弁会杜ブル ・ＧＥ杜（ＧＥ杜が５０％を出

資。 のちに６６％）が設立された。そして，マシソ ・ブル杜の コンピ ュータ事業

は， この会杜に引き継がれることにな った 。

　こうして，ＧＥ杜の資本参加のもとてマノノ ・フル杜の コノピ ュータ事業は

生まれかわった。しかし，事態は必ずしも期待されたようにはすすまなかった 。

ＩＢＭとの競争の激しさに加えて，労務管理上の不手際による争議の頻発もあ

り， ６０年代の後半にかけて依然として赤字が続くことになる 。

　　　西ドイツ

　１９６０年代前半の西ドイツには，国産 メーカーとして，ツー ゼ杜（Ｚｕ・・） ，

！一メ：■ス 杜（Ｓ
１・ｍｅｎ・）

，スタノタルト ・エレクトリーク ・ロレノソ 杜
（Ｓｔａｎｄａ・ｄＥｌｅｋｔ・１ｋＬｏ・ｅｎ・），ＡＥＧテレフノヶノ 杜（ＡＥＧ－Ｔｅｌｅｆｕｎｋｅｎ）とい った

企業が コンピ ュータを製造していた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３４８）
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　しかし，西ドイツでは，これらの国内 メーカーの占めるウェイトは，イギリ

ス， フランスに比べてさらに小さく ，他方，ＩＢＭが圧倒的に大きなシ ヱァを

占めていた 。

　ここで，１９６４年時点の西ドイツ　表Ｉ－９１９６４年時点での西ドイツにおけるメ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ーカー別コンピ ュータ設置状況
での コソピ ュータの設置状況を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１；如６脈ｏ〃６５ Ｗ；３３た以Ｆｅｂ．２６．１９６４．による）

メーカー 別にみると ，表Ｉ－９の

ようである 。

　表に示されているように，この

段階の西ドイツでは，ＩＢＭが

６０％を超える圧倒的なシ ェアを占

めていた。これに対して，国産

メーカー は， ツー ゼ杜とシーメン

ス杜がいくぶん目立ったシ ェァを

占めるにとどまっ ていた 。

　ドイッではツー ゼ（Ｋ．Ｚｕｓｅ）と

いう人物が，１９４１年にリレー式な

会　杜　名 設置台数 シェ ア（％）

ＩＢＭ ６７５ ６６ １７

Ｚｕｓｅ １０３ １０ ．２

Ｓｐｅｒｒｙ　Ｒａｎｄ（Ｕｎｉｖａｃ） ８５ ８．
４

Ｓｉｅｍｅｎｓ ３２ ３．
２

Ｅｕｒｏｃｏｍ ２８ ２．
８

Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｂｕ１１ ２３ ２．
３

ＮＣＲ ２２ ２． ２

Ｅ１ｅｃｔｒｏｌｏｇｉｃａ １４ １．

４

ＩＣＴ １Ｏ １．

０

その他（７杜） ２０ ２． ０

合　　　計
１， ０１２ １００ ．０

（出所）　日本電子工業振輿協会［最近における米欧の電子計

　　算機の情勢』５８ぺ 一ジ 。

がらプ ログラム制御機能をもっ た計算機Ｚ３を開発したが，ツー ゼ杜はかれに

よっ て設立された企業である。ツー ゼ杜は１９５４年という早い時期に コノピ ュー

タ事業に乗り出しており ，１９６０年代前半の段階では西トイソ国内 メーカーとし

てはもっとも大きなシ ェアを確保していた。しかし，のちにシーメン杜に吸収

されることになる 。

　ノーメ：■ス杜は，周知の総合電機 メーカーてあり ，コノピ ュータ事業には

１９５４年に進出して独自の開発をすすめていた。しかし，Ｉ　ＢＭに対する技術的

な遅れを取り戻すために，結局１９６４年にはＲＣＡ杜と提携して ，Ｓｐｅｃｔｒａ７０シ

リース を国産化し ，１９６６年Ｓ１ｅｍｅｎｓ ４０００！リースとして売り出すことにな っ

た。

（３４９）
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　＠　イタリア

　１９６０年代前半のイタリアには，国産 メーカーとしては，オリベッ ティ 杜

（Ｏ１ｉｖ・ｔｔｉ）があ った。同杜は１９０８年創立されたイタリアの著名な事務機器 メー

カーて ，１９６０年に コノピ ュータ事業に進出していた 。

　しかし，イタリアでは，イギリス，フランス，西ドイツに比べて，さらにア

メリヵ ・メーヵ一の占めるウェィトが大きく ，とりわけＩＢＭが７０％近いシ ェ

アを占めていた 。

　このような状況のなかで，国産 メーカー オリベッ ティ 杜がおかれていた立

場はフラノスのマシン ・ブル杜に類似したものがあ った。結局，資金的な困難

から，マシン ・ブル杜と同様にＧＥ杜の資本参加を仰ぐことになり ，１９６４年 ，

合弁会杜オリベッティ ・ＧＥ杜を設立して（ＧＥ杜が６０％を出資。のちに１００％） ，

この会杜に コ１／ピ ュータ部門を移管した 。

　（４）ＩＢＭ世界市場支配の歴史的背景

　以上みたことからあきらかなように，ＩＢＭは，アメリヵ国内ての支配企業

であるだけではなく ，すでにこの時点でアメリカ以外の諸国でも軒並み大きな

市場 ！エ アを占めており ，世界的な コノピ ュータ市場の支配企業とな っている 。

　しかし，このようなＩＢＭ事業の世界的な広かりとその支配的な地位は，す

てに第２次大戦以前のハノチカート ・ノステム時代の事業展開に始まるものて

ある。もともとパンチカード ・システムの発明者ホレリス（Ｈ．Ｈ
Ｏ１ｌｅｒｉｔｈ）は

ＩＢＭの前身Ｃ－Ｔ－Ｒ杜（Ｃｏｍｐｕｔｍｇ－Ｔ・ｂｕ１・ｔｍｇ－Ｒｅ・ｏ・ｄｍｇ　Ｃｏ）の設立以前から ，

それを海外にも広く販売しようとし，その製造 ・販冗権あるいは特許使用権を

海外各地の企業に供与した。その後，半世紀にわたるバンチカード ・システム

時代を経て，１９５０年代を迎えるころには，ＩＢＭは海外９カ国に１３の工場，７６

　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
カ国に約１９０の営業拠点をもっ ていた 。

　ＩＢＭは，第２次大戦後，１９４９年にこのような戦前から蓄積されてきた国外

の事業活動を統括する組織としてＩＢＭワールトトレート杜（ＩＢＭＷ・・１ｄ　Ｔ・・ｄ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
Ｃｏ・ｐ０・・ｔｉＯｎ）を設立し，それまでの国外での資産，権益を新会杜に移管した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５０）
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　３８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

　同時に，ＩＢＭワールトトレート杜をとおして世界各地の事業活動を統括す

るために，それまであった国外の関連会杜　　すてに株式所有を通じての子会

杜てあ ったものや，製造 ・販売権，特許便用権なとて関係のあ った会杜　　と

の関係を整理し，原則として１００％持株の子会杜を設立した（以下，図Ｉ－１を参

照）。

　イギリスでは，１９０４年以来ＩＢＭのパンチカード ・システムの製造 ・販売権

をもっ ていたＢＴＭ杜（前出）との関係を清算して，新たにＩＢＭイギリス 杜

（ＩＢＭ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ　Ｌｔｄ．）が１９５１年に設立された
。

　フランスでは，１９１９年，Ｃ－Ｔ－Ｒ杜によっ て設立されたアンテルナシオナー

ル・ ト・ マ！ノヌ ・コマノアル杜（Ｓｏ・１ｅｔｅＩｎｔｅｍ・ｔ１ｏｎ・１・
ｄｅ Ｍａｃｈｍｅ・ Ｃｏｍｍｅ。

・１ａ１ｅ）か，その後，フラ：／セース ・オレリス 杜（ＳＯｃ１ｅｔｅ Ｆ・ａｎｇａ１・ｅ Ｈｏ１ｌ・・１ｔｈ１９３５

年），エレクトロコノターフル杜（Ｃ・ｍｐ・ｇｎ１・ Ｅｌ・・血０・０ｍｐｔ・ｂ１・１９４０年）と名前を

変えて存続していたが，１９４８年，ＩＢＭフラノス杜（Ｃ・ｍｐ・ｇｍ・ＩＢＭ　Ｆ・・ｎ・・）に

改組された 。

　ドイツでは，１９１０年以来，特許使用権をもつドイ ッチ ニ・ ホレリス ・マシー

不：／ 杜（Ｄｅｕｔｓｃｈｅ Ｈｏ１１ｅｒ１ｔｈＭａｓｃｈｍｅｎ ＧｍｂＨ通称Ｄｅｈｏｍａｇ）か活動していた

が（１９２３年に同杜の株式９０％を取得），１９４９年，ＩＢＭトイソチ ュラノト杜（ＩＢＭ

Ｄ・ｕｔ・・ｈ１・ｎｄ　Ｇ　ｍ　ｂ　Ｈ）に改組された
。

　このような展開は，その他，イタリアや日本でも同様であ った 。

　こうして，第２次大戦の終了後間もなく世界各地で事業活動を統括する子会

杜が設立され，ＩＢＭワー ルドトレード杜はこれらの子会杜をとおして全世界
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
に広かるＩＢＭの事業活動を管理することにな った 。

　ＩＢＭは，すでにバンチヵ一ド ・システム時代から築かれてきたこのような

世界的な事業体制の基盤のうえで ，１９５０年代に入って急速に展開したＩＢＭの

コ■ピ ュータ事業を一気に世界化することに成功したのである 。

１９）菊地誠『半導体』日本経済新聞杜，１９７０年，５０～５１べ 一ジ 。

２０）以上，ｒ第２世代」コソピ ュータの導入については，Ｂ１ｏｃ
ｋ， Ｇ． Ｗ．，丁加ひ＆

　Ｃｏ刎ク〃ぴ１〃６郷ヶｙ－Ａ８肋ゴッげハ１〃加¢Ｐｏｚリ６４１９７５，ｐｐ．１３－１６ ：Ｓｏｂｅｌ，ｏか

　　　　　　　　　　　　　　　（３５２）
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　６加，ＰＰ．１６４－１６８（前掲訳，２０３～２１０ぺ 一ジ） ．

２１）Ｓｏｂｅ１，ｏ声６机， Ｐ． １６７（前掲訳，２１０べ 一ジ） ．

２２）Ｃｏ砂炊ｒ　ｏ〃Ａ〃ｏ刎伽ｏ〃，Ｖｏ１１４，Ｎｏ６，Ｊｕ１ｙ１９６５，Ｍｏｎｔｈ１ｙ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ

　Ｃｅｎｓｕｓ による 。

２３）以上，ＵＮＩＶＡＣ　Ｓｏ１ｉｄ－Ｓｔａｔｅ８０のＩＢＭ６５０市場への参入と ，これに対する

　１４０１の導入については，Ｂ１ｏｃ
ｋ，
ｏク ６北，ＰＰ

．９２－９３ ：日本アイ ・ピー・ エム（株）
，

　前掲書，１９～２２べ 一ジ 。

２４）以下，ヨーロッパ主要諸国の コソピ ュータ産業の状況については，電波新聞杜

　『電子工業年鑑』各年版における，電子計算機の「海外の動向」による 。

２５）　Ｅｎｇｅ１ｂｏｕｒｇ，Ｓ
．，
１〃蛇閉ｏ〃ｏ〃ｏｌ　Ｂ〃３加３３３ ル屹６〃雌３－Ａ　Ｂ郷加３５３ Ｈゐ之ｏ似１９５４

，

　Ｃｈａｐ　Ｖ■Ｓｏｂ
ｅｌ

，ｏ戸６〃 ，ＰＰ１３４－１３５（前掲訳，１６７～１６９へ 一ノ）　ＩＢＭ　Ｃｏｒ

　ｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｂ郷加伽〃〃〃脱３，Ａｐｒｉ１２９．１９５２

２６）Ｓｏｂｅ１，ｏか６机， ＰＰ．１３１－１３４（前掲訳，１６４～１６７ぺ 一ジ） ．

２７）Ｅｎｇｅ１ｂｏｕｒｇ，ｏか６北， ＰＰ．２８８－２８９
：Ｓｏｂｅ１

，ｏか６杜， ＰＰ．１３５－１３７（前掲訳，１７０～

　１７２ぺ 一ジ） ：北正満『ＩＢＭの挑戦』共立出版，１９７８年，１４８～１５０べ一ジ 。

３． １９５０年代～６０年代前半の日本コンピュータ産業

　以上みてきたような，１９５０年代から６０年代前半にかけての世界的な レベルで

のコンピ ュータ産業の形成史のなかで，日本はどのような対応を示してきたの

であろうか。つぎに，この点についてみる 。

　結論的にいえぼ，日本の コソピ ュータ産業にとっ てのこの段階は，先行する

アメリカ ・コノピ ュータ産業の強大な国際競争圧力のもとで，政府主導の産業

育成のための必死の努力が重ねられた時代であ った 。

　（１）日本におけるコンピュータ開発

　０　１９５０年代の コソピ ュータ開発

　日本独自の コノピ ュータ開発が始まるのは，ようやく１９５０年代に入ってから

のことであり ，その先導的な担い手は主として政府系の研究機関であ った 。

　最初の開発努力は，１９５２～５３年にほとんと踵を接して始まっ た真空管式によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５３）



　４０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

る３つのプ ロジ ェクトであ つた。第１は富士写真 フィルムによるＦＵＪＩＣの開

発である・ＦＵＪＩＣはレ１■ズの設計計算を主目的としたものであ ったが，１９５６

年に完成し，日本最初の実用化された コンピ ュータとな った 。

　第２は東京大学と東京芝浦電気の共同によるＴＡＣ（Ｔｏｋｙｏ　Ａｕｔｏｍ・ｔ１・ Ｄ１ｇ１ｔ．１

Ｃｏｍｐｕｔ・・）の開発である。ＴＡＣは開発か難行し，稼動まてに実に７年を要し

て１９５９年にようやく完成をみたが，実際にはあまり実用にならずに終わった 。

また第３の開発プ ロジ ヱクトは，大阪大学の手によるものであ ったが，これは

完成を見ずに中止された 。

　ところで，コンピ ュータ論理素子をめぐる当時の世界的な技術状況をみると
，

真空管にかわって固体素子トランジスタが新しい論理素子として注目を集めつ

つあ った。他方，国内では，１９５４年，当時東京大学理学部物理学科の大学院生

であ った後藤英一によっ て発明されたバラメトロン が， 日本独自の発明になる

論理素子として関心を口乎んでいた 。

　したが って，日本で真空管式の コ１■ピ ュータ開発が取り組まれたのは，以上

がすべてであり ，１９５０年代後半の日本での コ１■ピ ュータ開発は，トランジスタ

式とパラメトロソ式の両方のラインで進むことにな った 。

　１９５０年代の日本の コンピ ュータ開発の歴史のうえで他国に例をみない特色を

なすのは，パラメトロン式の コンピ ュータの開発であり ，まず先行したのは ，

バラメトロン式の開発であ った。パラメトロンが日本独自の発明であ ったこと

と， 当時真空管に代わる信頼性の高い論理素子が求められていたが，まだトラ

ンジスタの信頼性が十分なものでなかったこととが相まっ て， これが発明され

ると ，国内の種々の研究機関で競ってパラメトロン式コンピ ュータの開発が始

まっ た。

　このような開発の取組みのなかで，日本電電公杜（現在のＮＴＴ）の電気通信

研究所のＭＵＳＡＳＩＮＯ－１（武蔵野１号）（１９５７年），ＭＵＳＡＳＩＮＯ－１Ｂ（１９６０年）
，

東京大学のＰＣ－１（１９５８年），ＰＣ－２（１９６０年），東北大学のＳＥＮＡＣ（１９５８年）な

どのバラメトロン式コンピ ュータが完成された。また日本電子測器，日立製作

所， 日本電気，沖電気工業，富士通信機製造（現在の富士通。１９６７年に富士通と

　　　　　　　　　　　　　　　　（３５４）
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杜名を変更），三菱電機，光電製作　表Ｉ－１０商業用パラメトロソ式コソピ ュータ

所などの各杜でも ，表Ｉ－１０のよ

うなパラメトロソ式コンピ ュータ

が開発された 。

　こうして，パラメトロン式コン

ピュータの開発は１９５０年代半ぼか

ら６０年代にかけて盛んに行われた

が， パラメトロノはトラ１■ ジスタ

に比べて速度が遅く ，１９６０年代半

ばからは姿を消すことにな った 。

しかし，パラメトロン式コンピ

ュータが，コンピ ュータ開発の初

期のこの時代にいちはやく実用性

のある コンピ ュータを多数生み出

会　杜　名 コンピ ュータ名 １号機設置年

日本電子測器 ＰＤ－１５１６ １９５６

日立製作所 ＨＩＰＡＣ－１ １９５７

ＨＩＰＡＣ－１０１ １９５９

日　本　電　気 ＮＥＡＣ－１１０１ １９５８

ＮＥＡＣ
－１１０２（１）

１９５８

ＮＥＡＣ－１１０３ １９６０

沖電気工業 ＯＰＣ－１ １９５９

富士通信機製造 ＦＡＣＯＭ－２００ １９５８

ＦＡＣＯＭ－２１２ １９５９

ＦＡＣＯＭ－２０１
｛２〕

１９６０

ＦＡＣＯＭ
－２０２｛＝｛）

１９６０

三　菱　電　機 ＭＥＬＣＯＭ－３４０９ １９６０

光電製作所 ＫＯＤＩＣ－４０１ １９６０

（注）（１）ＳＥＮＡＣ（東北大学），（２）ＭＵＳＡＳＩＮＯ－１Ｂ（電

　　気通信研究所） ，（３）ＰＣ－２（東京大学）。

（出所）相磯秀夫ほか編，前掲書，１２ぺ 一シ 。

したことの思義は大きく評価されなげればならない 。

　トラソジスタ式 コ１■ピ ュータの開発も ，パラメトロン式と踵を接して始まっ

た。 その先導的な担い手とな ったのは，通産省工業技術院の電気試験所（現在

の電子技術総合研究所）であ った 。

　電気試験所が最初に取り組んだトラソジスタ式 コンピ ュータ ，ＥＬＴ

ＭＡＲＫ－ＩＩＩは，１９５６年７月に完成した。これは，日本では，ＦＵＪＩＣに次いて

２番目の実際に稼動した コソピ ュータとな った。しかし，これは，わずかにト

ランジスタ１３０本（その他に約１，８００本のダイオード）を使用したものであり ，し

かも使用されたトラ！ジスタは，信頼性の低い点接触型トラ１／ジスタであ った 。

　電気試験所では，引き続き，２台目の コンピ ュータ ，ＥＬＴ　ＭＡＲＫ－ＩＶの開

発にかかり ，１９５７年，これを完成した。この コンピ ュータは，まだ低速である

という欠陥をもっていたが，信頼性の高い接合型トラソジスタを採用したもの

であ った 。

　ＥＬＴ　ＭＡＲＫ－ＩＶは，非常に安定的に作動し，製作も容易てあ った。そこて ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５５）



４２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第３号）

国内民間各杜もこれに注目するこ

ととなり ，表Ｉ－１１に示すように
，

日本電気，日立製作所，北辰電機

製作所，松下通信工業の各杜で ，

ＭＡＲＫ－ＩＶをモデルとするトラ

ソジスタ式の商業用 コンピ ュータ
　　　　　　　　　２８）
が相次いで開発された 。

　　１９６０年代前半の コ１■ピ
ュー

タ開発　　アメリカ ・メーカーと

の技術提携

表Ｉ－１１ＥＴＬ　ＭＡＲＫ－Ｗ型の商業用

　　　 コンピ ュータ

会　杜　名 コンピ ュータ名 １号機設置年

日　本　電　気 ＮＥＡＣ－２２０１ １９５８

ＮＥＡＣ－２２０２ １９５９

ＮＥＡＣ－２２０３ １９５９

日立製作所 ＨＩＴＡＣ
－１０２（１）

１９６０

ＨＩＴＡＣ－３０１ １９５９

ＨＩＴＡＣ－５０１ １９６０

北辰電機製作所 ＨＯＣ－１００ １９５８

ＨＯＣ－２００ １９６０

松下通信工業 ＭＡＤＩＣ－１ １９５９

（注）（１）ＥＴＬ　ＭＡＲＫ－Ｖ

（出所）相磯秀夫ほか編，前掲書，１８ぺ 一ジ 。

　以上をみると ，日本の コソピ ュータ開発は，真空管段階（「第１世代」）では

かなり立ち遅れたが，トランジスタ段階（「第２世代」）については，国際的に

みても先行していたといえる。しかし，世界的な レベルで コンピ ュータの歴史

が「第１世代」から「第２世代」へ移行を終わってみると ，総合的には，依然

としてアメリカ ・コンピ ュータ産業との技術格差はそれほど縮小していなか っ

た。 とくに，それは，論理素子技術以外の周辺装置技術やソフトウェ ア技術の

側面で大きか った。また，実際の製造技術の面でも ，ＩＢＭの７０００シリーズや

１４００シリーズに匹敵する製品を製造するとなると ，まだ十分なノウハウを持ち

合わせていなかった 。

　このような状況のなかで，１９６０年代に入ると ，日本 メーカー各杜は，相次い

でアメリカ ・コンピ ュータ ・メーカーとの技術提携に入っていくことになる 。

　当時，コ！ピ ュータの開発で一歩先行していたのは，日本電気と日立製作所

であ った。日本電気は，表Ｉ－１１にあるＮＥＡＣ－２２０１．２２０２．２２０３についで
，

さらに１９６１年に小型の２２０５．２２０４，超小型の１２０１などを発表したが，これらは

大いにヒットし，わが国 コンピ ュータの発展にとっ て「国民車」的 コノピ ュー

タとしての役割を果たした。さらに１９６２年には大型の２２０６，中型の
ＮＥＡＣ－２２３０を発表し，当時国産 メーカーとして第１位のシ ェァをもつに至 っ
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た。 しかし，日本電気も純国産はここまでで，１９６２年４月にはハネウェ ル杜と

技術提携を締結することになり ，１９６４年に発表したＮＥＡＣ－２２００は，ハネウ

ェル杜のＨ－２００を国産化したものであ った 。

　日立製作所は，表Ｉ－１１にあるＨＩＴＡＣ－１０２，３０１，５０１のあと ，さらに

１９６１年に小型の２０１を発表した。しかし，日立製作所はこの直後の１９６１年５月

にＲＣＡ杜と技術提携を締結した。そして，これにもとづいて ，１９６２年には ，

ＲＣＡ杜のＩＢＭ１４０１への対抗機種，中型のＲＣＡ－３０１の国産化をはかり ，こ

れをＨＩＴＡＣ－３０１０として発表した。さらに翌年にはこれと互換性をもつ ，

ＲＣＡ－３３０１の国産化版，大型の４０１０を開発した。しかし，日立製作所の場合

には，同時に自杜開発プ ロジ ヱクトも並行してすすめており ，このライソから

は， １９６４年，技術計算用の大型 コ１■ピ ュータＨＩＴＡＣ－５０２０を発表している 。

　これに対して，富士通は，この時期にアメリカ ・メーカーとの技術提携を行

　　　　　　　　　　　
２ｇ）

わず，独自路線をすすんだ。富士通は，１９５４年以来リレー式の自動計算機を実

用化していたこともあり ，本格的な コンピ ュータの開発を手掛げるのは他杜よ

りもいくぶん遅れた。とくにトランジスタ式の コンピ ュータの発表は，１９６０年

代にずれ込んだ。しかし，１９６１年発表されたＦＡＣＯＭ－２２２は，国産最大規模

の事務用 コ１■ピ ュータで，画期的なものであ った。それは，のちの同杜専務池

田敏雄（故人）が先頭に立 って，すでに１９５８年にＩＢＭが発表していた大型 コ

ソピ ュータｒＩＢＭ７０７０に負けないものをつくろう」という雄大な構想で開発

されたものであ った。さらに，富士通は引き続いて，このＦＡＣＯＭ－２２２の

バージ ョンとしての２４１，２３１を発表している 。

　東京芝浦電気は，伝統的に優秀な技術力をもち，コ１■ピ ュータ開発もわが国

ではもっともはやくから開始し，すでに１９５２年より東京大学とＴＡＣの開発に

取り組んでいた。しかし，トランジスタ式の本格的な コソピ ュータの開発では ，

他杜より一歩立ち遅れた。同杜が本格的な コソピ ュータを発表するのは，１９６２

年， ＴＯＳＢＡＣ－４２００においててある。しかし，東芝の コ■ピ ュータ開発の方

向が固まるのは，１９６４年１０月 ，予てより関係のあったＧＥ杜と技術提携を締結

したことによっ てである。同杜は，ＧＥ杜との提携にもとづき，さっ そく

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５７）
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ＧＥ－２２５の国産化版，ＴＯＳＢＡＣ－５４００を発表した
。

　沖電気工業は，元来他のメーカーと異なり ，端末機やデータ伝送機器の分野

て他の追随を許さぬものかあ ったか，コノピ ュータ本体抜きては今後やってい

けないということで，さらに コンピ ュータの開発に入り ，１９６１年にトラソジス

タ式のＯＫＩＴＡＣ－５０９０（Ａ～Ｄ型。のちにＭ型および大型のＨ型を追加）を発表し

た。 これは，当時使い易い コ１／ピ ュータということで好評を博した。しかし ，

同杜は１９６３年１１月にスベリー・ ラ１■ド杜と技術提携を結んで，合弁会杜沖 レミ

１■トン（のちの沖ユニ バッ ク）を設立した。そして，この会杜がＯＵＫのブラン

ドでスベリー・ ランド杜のＵＮＩＶＡＣの国産化を行うことにな ったので，沖電

気自身は汎用 コンピ ュータから撤退することにな った 。

　三菱電機が開発した コノピ ュータの第１号は，１９６０年に出された，もっ ぱら

科学技術計算用のＭＥＬＣＯＭ－１１０１てある。しかし，三菱電機は事務用の汎用

コノピ ュータの開発には立ち遅れていた。そこで，１９６２年にＴＲＷ杜と技術

提携を結び，１９６４年５月に，ＴＲＷ－５３０の国産化版として，汎用 コンピ ュータ

ＭＥＬＣＯＭ－１５３０を開発した
。

　松下通信工業は，松下電器産業系列の コンピ ュータ ・メーカーとして ，１９６１

年から６４年にかけて ，ＭＡＤＩＣ－ＩＩＡ（ ・」・型），ＩＩＩ（中型），５００（超小型）なとの

モデルを開発しており ，松下系の資本力からして有力な メーカー に成長するこ

とが期待されていた。しかし，１９６４年の家電不況のなかで，会長松下幸之助の

判断で コンピ ュータ分野から撤退することにな ったことは，周知のとおりであ

る。

　以上，１９６０年代に入ってからの日本の コノピ ュータ ・メーカー各杜の動向を

かんたんにみた。こうして ，１９６０年代に入ると ，技術的なキャッ チア ップをめ

さして，富士通とコノピ ュータ事業から撤退した松下通信工業を除いて，各杜

ともアメリカ ・メーカーに技術提携を求めていくことにな った 。

　ところで，この時期の製品開発の一つに ，１９６２年，通産省の指導のもとに鉱

工業技術試験研究費補助金７億円を受けてすすめられた，電子計算機技術研究

組合による製品開発がある。組合を結成したのは，富士通，日本電気，沖電気
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工業の３杜であ ったが，この研究組合による開発プ ロジ ェクトの目的は，上で

みたような個別の各杜の開発では対応できなか ったＩＢＭ７０００シリーズヘの対

抗機を開発することであ った（アメリカ ・メーカーとの技術提携による個別各杜の

開発は，主としてＩＢＭ１４００シリーズに対応するものであ った）。 この結果として ，

１９６４年にはＦＯＮＴＡＣとよはれる大型 コソピ ュータが開発された。この組合

による開発はこの１台にとどまっ たが，ＦＯＮＴＡＣは開発の中心を担った富士

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
通によっ てのちにみるＦＡＣＯＭ２３０－５０として商品化されることになる 。

　（２）ＩＢＭコンピュータの現地生産化とＩＢＭ特許使用契約

　ところで，このように１９６０年代に入って日本の各杜が コンピ ュータ開発をす

すめ，コンピ ュータの商業生産を展開していこうとした場合，その前に立ちは

だかっていたのは，ＩＢＭであ った 。

　ＩＢＭの日本への事業進出は，１９２５年，森村商事とハノチカート ・ノステム

販売の日本代理店契約を結んだことに始まる（この契約は，１９２７年に黒沢商店に

移管された）。 さらに，１９３７年には，ＩＢＭの日本法人として日本ワットソノ統

計会計機械が設立され，ＩＢＭの日本での活動が直接に展開されることにな っ

た。

　まもなく第２次大戦に突入し，その活動は中断されることにな ったが，戦後

１９４９年に法人が復活し，５０年には日本イノターナショ ナル ・ビジネス ・マシー

ンズとして正式に業務を再開した（なお，１９５９年に現在の日本アイ ・ビー・ エムに

杜名を変更している）。 そして，その活動のもとで，１９５８年にはＩＢＭ６５０が日本

アイ ・ビー・ エムの計算セノターと日本原子力研究所で，さらに５９年には大型

コンピ ュータＩＢＭ７０４の第１号機が気象庁で，それぞれ稼動することにな っ

た。 これらのＩＢＭ コソピ ュータの稼動は，日本における コンピ ュータの本格

的な稼動の幕開げを告げるものであり ，その後ＩＢＭは急速に日本市場への進

出を果たしていくことにな った 。

　このような状況のもとで，ＩＢＭにとっ ては，さらに日本での コソピ ュータ

の現地生産を実現することが焦眉の課題とな ってきていた。そして，このため
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には，日本アイ ・ビー・ エムがＩＢＭワールドトレード杜との間の技術援助契

約を外資法にもとづいて認可されることが必要であ った。しかし，日本政府は ，

１９５５年以降，国産 コソピ ュータの保護育成の観点から，日本アイ ・ビー・ エム

がＩＢＭワールドトレード杜の１００％持株の子会杜であることを盾に，この認

可を渋っていた 。

　他方，日本の コンピ ュータ ・メーカー にとっ ては，コンピ ュータの開発段階

を超えていよいよ本格的に商業生産を展開しようとしたとき，ぶつかったのは

ＩＢＭのもつ特許の壁であ った。１９６０年当時，ＩＢＭは国内 ・外に約５，ＯＯＯ件の

コンピ ュータ関連特許を確立していたといわれ，そのうち日本 メーカー がコ１■

ピュータの商業生産をしようとするとき必ず低触する主要な回路特許だけでも
，

すでに３０件が日本特許として確立しており ，さらに公告中のものが４０件以上も

あっ た。 そこで，日本 メーカー にとっ ては，商業生産をすすめるためには ，

ＩＢＭ特許の使用権を得ることが不可欠であ った。しかし，ＩＢＭは，予てから

自杜の技術を他杜に公開しないことを全世界的な基本方針としてきていた
。

　通産省は，ＩＢＭに対して，日本アイ ・ビー・ エムに対する技術援助契約を

認可する条件として，日本 メーカーに対する特許の公開を求めた。この結果 ，

１９６０年夏，通産省，ＩＢＭワールドトレード杜，日本アイ ・ビー・ エム３杜の

間で，上の２つの懸案をセットとして解決することで基本的な合意に達した 。

　１９６０年１１月の外資審議会では，一方ではＩＢＭワールドトレード杜と日本ア

イ・ ビー・ エムとの技術援助契約が承認された（１９６１年１月１日発効）。 これに

もとづいて，日本アイ ・ビー・ エムは，２年後の１９６３年から千鳥町工場で

ＩＢＭ１４４０の現地生産を開始した
。

　他方では，日本 メーカー８杜（日本電気，日立製作所，富士電機製造，東京芝浦

電気，沖電気工業，三菱電機，松下通信工業，北辰電機製作所）とＩＢＭとの間の技

術提携契約が承認された。この契約の内容は，以下のようであ った 。

　０　提携内容は，コンピ ュータの製造に関する特許使用の相互許諾 。

　　　対象品目は，コノピ ュータ本体とシステムおよびその構成部品 。

　　　特許料率は，本体とシステムは販売額の５％，部品は１％ 。
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　＠　期間は，５年間 。

　ところで，この日本 メーカー８杜との契約と ，日本アイ ・ビー・ エムヘの技

術援助契約のもっとも大きな違いは，後者が コンピ ュータに関する製造および

サービス全般についての特許およびノウハウを含んでいたのに対して，前者は

コソピ ュータの製造特許権に限られ，ノウハウは一切合まれていなかったこと

である 。

　この結果，日本 メーカーよ，製造特許を手に入れ，コ１／ピ ュータの商業生産

に乗り出すことはできるようにな ったが，製造 ノウハウは得られなかったので ，

実際にはＩＢＭ７０００シリーズや１４００シリーズに匹敵するような コンピ ュータを

製造することは不可能てあ った。そこて，日本 メーカーはアメリカ ・メーカー

からの立ち遅れを取り戻すためには，周辺機器やソフトウェ ア面での技術の確

保と同時に，さらに コソピ ュータそのものの製造 ノウハウを手にいれることが

必要であ った 。

　先にみたように，１９６０年代に入ると ，富土通とコ：■ピ ュータ事業から撤退し

た松下通信工業を除く主要５杜はいずれもアメリカ ・メーカーとの技術提携に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
入っ ていくことにな ったが，これは，主としてその必要からであ った 。

　（３）日本電子計算機（株）（ＪＥＣＣ）の設立

　１９６０年代を迎え，日本 メーカーがいよいよ本格的な コンピ ュータの商業生産

を展開しようとした際，もう一つぶつかった壁は，進出をすすめるアメリカ ・

コンピ ュータ ・メーカーと対比しての販売資金力の弱さであ った 。

　当時，ＩＢＭをはじめとしたアメリカ ・メーカーの コ■ピ ュータ事業はレノ

タル制度が主流であ った。いうまでもなく ，この制度のもとでは，レンタル代

金の回収が長期にわたるため，あらかじめ多額のレソタル資金を用意すること

が必要となる。またこの制度は，売れれぼ売れるほど，返却（レンタル ・パッ

ク）されるときの危険負担が大きくなるという特質を伴っていた 。

　豊富な レンタル資金を基礎に，パ１／チカード ・システム時代以来世界的にレ

ソタル ・ビジネスを展開するＩＢＭに対抗して，日本 メーヵ一 がコンピ ュータ
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事業を成り立たせていこうとすれは，これに耐える資金力をもたなけれはなら

なかったか，これはもはや個別企業だげの対応では不可能にみえた 。

　この課題を解決するために，１９６１年８月 ，通産省の指導のもとに，日本 メー

カー７杜の共同出資によるレンタル代行機関，日本電子計算機（Ｊａｐａｎ　Ｅｌｅｃｔ・０ －

ｎｉｃ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｃ
ｏｍｐａｎｙ．ＪＥＣＣ）が設立された（資本金１０億５，０００万円）。 ＪＥＣＣによ

るレンタルの仕組みは，かんたんに示せぼ，図Ｉ－２のようである 。

　これによっ て， ＪＥＣＣが メーカー各杜に代わってレソタル資金の調達を行う

ようになり ，メーカー はユー ザーの確定した コ１■ピ ュータについてはＪＥＣＣ

に購入してもらえることにな ったので，莫大な レソタル資金の負担から逃れる

ことかてきるようにな った。資金的基盤の脆弱だったこの段階の日本 メーカー

がＩＢＭをはじめとするアメリヵ ・メーヵ一と対抗していく上で，このレンタ

ル代行会杜が果たした役割はきわめて大きなものがあ った 。

　　　　　　　　　図Ｉ－２　ＪＥＣＣによるレンタルの仕組み
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　　　　　　　　　　販売活動
（庄）　 コンピ ュータ７杜には松下電器産業を含む 。
（出所）　 日本電子計算機（株）『ＪＥＣＣ１０年史』１９７３年，２３～３１ぺ 一ジより作成 。

ＪＥＣＣの急増する国産 コンピ ュータ購入資金は借入金でまかなわれざるをえ
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なかったか，その中心的な役割を担ったのは，日本開発銀行からの融資てあ っ

た。 形式的には民間企業とはいえ，ＪＥＣＣは設立の趣旨から国策会杜的な性格

をもっ ていたので，開銀からの融資も特別な配慮が払われた。１９６０年代前半に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）は， 開銀からの融資かＪＥＣＣの借入金全体の５０％を超えていた 。

　（４）日本コンピュータ産業の形成

　日本 メーカーが本格的に コノピ ュータの商業生産に乗り出す１９６０年代当初に

は， 表Ｉ－１２にみるように，納入台数の６０％近く ，納入金額の８０％近くが外国

産の輸入 コンピ ュータであ った。これは，すでにみた当時のヨーロッパ主要諸

国の状況と同様であ った 。

　しかし，以上みてきたような政府の積極的な育成政策と ，日本 メーカー各杜

の積極的な コソピ ュータ商品化，新機種開発の取り組みのなかで，日本 メー

カーの設置実績は急速に上昇した。そして ，１９６０年半はには，日本 メーカーの

設置台数は大型機では及ばないものの総台数では外国 メーカー を凌駕するまで

にな ってくる。また設置金額ても急速に外国 メーカー に迫り ，１９６８年にはこれ

を超えることになる（ただし，この時点でも大型機はそこまでは達していないが）。

　こうして１９６０年代前半から半ばに国内市場で国産 メーカー のシ ェアが急速に

コソピ ュータ先進企業，アメリカ ・メーカーのシ ェアを凌駕するようにな って

くるのは，すでにみた ヨーロッパ主要諸国の場合とは大きく異なるところであ

る。

　この点で注目されるのは，アメリカ ・メーカーの進出に対して，各国政府が

国産 コノピ ュータ育成政策を打ち出した時期の違いである。ヨーロッパ主要諸

国の場合，本稿シリーズ皿でみるように，政府による国産 コンピ ュータ育成の

ための政策が積極化するのは，ＩＢＭが コソピ ュータ史上を画するシステム３６０

を発表し，コンピ ュータ「第３世代」が急速に展開し始める１９６０年代後半にな

ってからであ った 。

　これに対して，日本の場合，政府の国産 コンピ ュータ育成政策は，１９５７年の

電子工業振興臨時措置法（電振法）の施行を出発点しており ，これにもとずい

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６３）
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　　　表Ｉ－１２　国産機 ・外国機別汎用 コ１■ピ ュータ設置状況（１９６１～１９７０年）

　０　設置台数

年 国産機 外国機
大型機

合　計
大型機 大型機

１９６１ ９１ ０ １３１ １５ ２２２ １５

１９６２ ２２９ ２ ２２１ ２５ ４５０ ２７

１９６３ ５１４ ５ ４２１ ５９ ９３５ ６４

１９６４ ８０６ １０ ６４９ ８５ １， ４５５ ９５

１９６５ １， ０７３ ２５ ８６４ ９７ １， ９３７ １２２

１９６６ １， ７４８ ５８ ８５８ １２２ ２， ６０６ １８０

１９６７ ２， ４８４ ９５ １， ０６２ １８１ ３， ５４６ ２７６

１９６８ ３， ５３８ １８６ １， ３３１ ２６８ ４， ８６９ ４５４

１９６９ ４， ９５８ ２６５ １， ７６０ ３６９ ６， ７１８ ６３４

１９７０ ６， ７１１ ４２８ ２， ７７１ ５００ ９， ４８２ ９２８

　　設置金額

年 国産機 外国機
大型機

合　計
大型機 大型機

１９６１ ４， ９５８ ０ １８，５９４ ６， ７１７ ２３，５５２ ６， ７１７

１９６２ １２ ，３０６ ５７２ ３３，３５２ １０，８２４ ４５ ，６５８ １１ ，３９６

１９６３ ２５ ，１７４ １， ６６０ ６３，７９４ ２９，１８９ ８８，９６８ ３０，８４９

１９６４ ４１ ，４６３ ４， ３１０ ８８，５３２ ４１ ，７３５ １２９，９９５ ４６ ，０４５

１９６５ ６４ ，２６２ １０，２８５ １０９，９７４ ４７ ，２３７ １７４ ，２３６ ５７ ，５２２

１９６６ １Ｏ１ ，４２６ ２２ ，０８８ １２３，３３５ ５６，４０３ ２２４ ，７６２ ７８ ，４９２

１９６７ １４４ ，５２８ ３５，６２７ １５６，６３２ ８１ ，９０４ ３０１ ，１６０ １１７ ，５３１

１９６８ ２２６ ，８５１ ７４ ，６０２ ２１４ ，３７６ １２８，０９６ ４４Ｌ２２７ ２０２ ，６９９

１９６９ ３２８，８８４ １１５ ，６８１ ２８８，２７５ １９Ｌ３６２ ６１７，１６０ ３０７ ，０４３

１９７０ ４９２，９８６ １９９ ，６３１ ３９８，２３５ ２８０，８９６ ８９１ ，２２１ ４８０，５２７

（注）ただし ，１９６１～６３年については，納入実績である 。

（出所）　日本電子計算機（株），前掲書，８２～８３べ 一ジ表２６による 。

て， 「第３世代」に先立つ１９６０年代前半に，すでにみてきたような国産 コンピ

ュータ育成策が政府の主導で矢次ぎ早に打ち出されてきた。このような国産 コ

ンピ ュータ育成政策打ち出しの時期の違いが ヨーロッパ主要諸国と日本の コン

ピュータ産業のそれ以後の発展の違いに大きく作用したように思われる
。

２８）以上，１９５０年代日本での初期の コンピ ュータ開発については，南澤宣郎『日本

　コソピ ュータ発達史』日本経済新聞杜，１９７８年，第Ｉ章 ：情報処理学会歴史特別

　部会編『日本の コンピ ュータの歴史』オーム 杜， １９８５年 ：相磯秀夫ほか編『国産

　コンピ ュータはこうして作られた（『ｂｉｔ』１９８５年９月号別冊）』１９８５年，第Ｉ編 ，

　　　　　　　　　　　　　　　（３６４）
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　などによる 。

２９）富士通は１９６１年ごろ，競合他杜がアメリカ ・メーカーとの技術提携への動きを

　みせるなかで，ＩＢＭに対して技術提携の可能性を打診した経緯がある。これに

　対するＩＢＭの反応は，ｒ当杜は１００％出資以外のところには技術をトラソスフ

　ァーしたい。これカミＩＢＭのワールド ・ポリシー である」というものであ ったと

　いう 。この結果，実際には独自開発の路線をすすまざるをえなくな ったわけであ

　る。この点については，小林大祐『とにかくやってみよ』東洋経済新報杜，１９８３

　年，５８～５９べ 一ジ 。

３０）以上，１９６０年代前半の日本 メーカーの コンピ ュータ開発については，南澤宣郎 ，

　前掲書，第ｕ章２ ，３ ，８ ：相磯秀夫ほか編，前掲書，第ｎ編の各杜別説明 ：日

　本アイ ・ビー・ エム（株）『情報処理産業年表』１９８８年，などによる 。

３１）以上，ＩＢＭ コソピ ュータの現地生産化とＩＢＭ特許使用契約の問題については ，

　日本アイ ・ビー・ エム（株）『日本アイ ・ビー・ エム５０年史』１９８８年，１５６～１６２

　ぺ一ジによる 。

３２）以上，日本電子計算機（株）の設立については，同杜ＴＪＥＣＣ１Ｏ年史』１９７３

　年 ：南澤宣郎，前掲書，第ｕ章４ ，による 。

（１９９１年６月３０日脱稿）

（３６５）


